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はじめに 

 

地方公務員の人事評価については、「地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改

正する法律」（平成 26 年法律第 34 号。以下、「平成 26 年改正法」という。）が平成 28 年

4 月に施行されたことにより、人事評価制度の導入が義務付けられ、能力・実績に基づく人

事管理の徹底を図ることとなった。平成 28 年度末で経過措置期間も終了し、平成 29 年度

からは人事評価の結果を本格的に活用する段階に入っている。 

地方公共団体においては、国や他の地方公共団体の人事評価制度を参考にしながら、そ

れぞれの地方公共団体の実情に沿って様々な人事評価の取組が行われている。しかしなが

ら、特に評価結果の給与への活用に関しては、その取組に遅れが生じている地方公共団体

も少なからず見受けられ、より一層の取組が求められている。 

一方で、人事評価は人材育成のための重要なツールである。そのため、多くの地方公共

団体において、人材育成に活用していくための様々な取組が評価プロセスを通じて行われ、

制度の趣旨に基づいた積極的な活用が図られている。 

「人事評価の人材育成への活用に関する研究会」では、特に人事評価の給与への活用を

テーマとして、活用の現状と課題について調査・研究を行い、活用促進に向けた今後の対

応策等について検討を行った。 

また、地方公共団体が人事評価を人材育成に活用していくにあたり、工夫して取り組ん

でいる事例等についても、あわせて調査を行った。 

この度、研究会としての検討結果と地方公共団体の活用事例を整理し、ここにとりまと

めを行うこととしたものである。 
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Ⅰ 人事評価の給与等への活用の現状 

１ 人事評価の活用の必要性 

 平成 28 年４月に施行された平成 26 年改正法により、全ての地方公共団体において、能

力・業績に基づく人事管理の徹底を図る人事評価制度の導入と評価結果の活用が義務付け

られた。 

人事評価は、「任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とするために、職員がその職

務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握した上で行われる勤務成績の評

価」（地方公務員法（以下、「地公法」という。）第６条）と定義されている。 

また、人事評価の根本基準として、「人事評価を任用、給与、分限、その他の人事管理

の基礎として活用する」（地公法第 23 条第２項）こととされ、さらに「人事評価の結果に

応じた措置を講じなければならない」（地公法第 23 条の３）ことが明記されており、任命

権者がそれぞれの人事行政の運営において、人事評価の活用に積極的に取り組むことが求

められている。 

このように、地方公共団体において、人事評価結果の任用、給与等への活用が義務付け

られていることは平成 26 年改正法の趣旨・規定から明らかである。そのため、人事評価を

実施したものの、その評価結果を給与に活用せずに、勤勉手当・昇給の一律支給を行うこ

とは違法と判断される可能性が相当程度あると考えられる。 

国においては、平成 19 年の国家公務員法等の一部を改正する法律（平成 19 年法第 108

号。）により、能力評価及び業績評価による人事評価制度が導入され、職員の任用、給与、

人材育成等の人事管理のあらゆる側面で人事評価の結果が活用されている。地方公共団体

は、国の取組との均衡も十分に留意しながらその取組を進めていく必要がある。 

人事評価の結果を未だ昇給、勤勉手当等に活用していない地方公共団体（以下、「未活

用団体」という。）においては、地公法の趣旨・規定に基づき、国の取組にも留意しなが

ら、早急に評価結果を活用していく必要がある。 

 

２ 人事評価の給与等への活用の現状 

人事評価制度の施行については、平成 28 年度末で経過措置期間が終了し、評価結果を昇

給、勤勉手当、昇任・昇格及び分限に本格的に活用する段階にある。 

平成 29 年 10 月１日時点で、都道府県で約９割、指定都市では約８割が評価結果を昇給、

勤勉手当に活用している。一方で、市区町村においては、約４割の活用にとどまっており、
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特に市町村での活用の取組が遅れている。 

この活用状況を昇給・勤勉手当の別、また管理職員・一般職員の別で見ると、都道府県、

指定都市、市区町村のいずれの団体区分においても、勤勉手当よりも昇給への活用が、管

理職員よりも一般職員における活用に遅れが生じていることが分かる。（表１） 

総務省では、これまでから人事評価結果を適切に活用するよう地方公共団体に対し助言

してきているが、上記の状況を踏まえ、平成 29 年 10 月 31 日付で地方公共団体に対し、 

①人事評価の結果を本格的に活用していく段階に入っているため、未活用の地方公共団

体においては早急に活用に向けた取組を行うこと、 

②「地方公共団体における人事評価結果の活用状況等調査」の結果によると、昇給、勤

勉手当、昇任・昇格及び分限処分への活用はもとより、人事評価の結果を活用するた

めの区分等の設定が、未だなされていない地方公共団体も数多く見受けられること、 

③平成 30 年度以降の同調査については、調査結果を地方公共団体区分別の活用状況も含

めて広く公表することを検討していること 

について通知している。 

未活用団体においては、早急にその活用に向けた取組を進めていくことが求められる。 

 

 

 

 

（１）都道府県 

（団体数） 

活用時期 
昇給への活用 勤勉手当への活用 

管理職員 一般職員 管理職員 一般職員 

活 

用 

済 

活 用 済 40 34 46 41 
H29 年度中 6 8 0 0 
小  計 46 (97.9%) 42 (89.4%) 46 (97.9%) 41 (87.2%) 

未
活
用 

H30 年度中 0 3 1 6 
H31 年度以降（未定含む） 1 2 0 0 

合  計 47 47 47 47 
 

 

 

 

 

（表１）人事評価の給与への活用状況（平成 29 年 10 月１日現在） 
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（２）指定都市 

                                   （団体数） 

活用時期 
昇給への活用 勤勉手当への活用 

管理職員 一般職員 管理職員 一般職員 

活
用
済 

活 用 済 16 15 20 17 
H29 年度中 2 1 0 0 
小  計 18 (90.0%) 16 (80.0%) 20 (100.0%) 17 (85.0%) 

未
活
用 

H30 年度中 0 2 0 0 
H31 年度以降（未定含む） 2 2 0 3 

合  計 20 20 20 20 
 
（３）市区町村 

                                          （団体数） 

活用時期 
昇給への活用 勤勉手当への活用 

管理職員 一般職員 管理職員 一般職員 

活
用
済 

活 用 済 444  415  721  635  
H29 年度中 222  217  88  86  
小  計 666 (38.7%) 632 (36.7%) 809 (47.0%) 721 (41.9%) 

未
活
用 

H30 年度中 314  322  344  352  
H31 年度以降（未定含む） 741 767  568 648  

合  計 1,721 1,721 1,721 1,721  
 

 

 

  

出典：総務省「地方公務員法第 23 条第２項に基づく人事評価結果の給与への活用に係る進捗状況調査（Ｈ29.10.1 現在）」 
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Ⅱ 人事評価の人材育成への活用事例 

 

人事評価制度は、職員一人ひとりの発揮した能力及び挙げた業績を公正・客観的に評価

し、その結果を人事管理の基礎とすることが想定されている。 

このため、人事評価は導入しただけでは意味がなく、職員のモチベーションを高め、組

織全体の公務能率の向上につなげていくため、評価結果を任用、給与、分限、その他人事

管理に十分活用することを通じ、人材育成につなげていくことが重要である。 

ここでは、人事評価を人材育成に活用するため、様々な工夫を行っている地方公共団体

の取組事例を紹介している。今回紹介する地方公共団体においても、試行錯誤を繰り返し

ながら、より効果的な制度の運用に取り組んでおり、地方公共団体においては、それぞれ

の制度運用の実情に応じて、活用の参考としていただきたい。 

 

１ 評価項目・評価内容の具体化による目指すべき職員像の明確化 

人事評価の評価項目、評価基準、評語区分を職員に具体的に明示することは、制度の透

明性・公平性を確保するとともに、職員の理解を深める観点から重要である。さらに、評

価項目・基準等を職位・職種ごとに定義することは人材育成を促す観点から効果的である

と考えられる。 

また、地方公共団体が策定している「人材育成基本方針」は、人材育成の目的や方策等

を明確に位置付けているものである。そのため、基本方針で明示する「求める職員像の実

現のために必要となる能力・姿勢」と人事評価における評価項目とを関連付ける必要があ

る。このことにより、組織として求める行動等が評価につながり、さらに、被評価者にと

っての目指すべき方向性と、評価者にとっての職員に対する育成ビジョンがより明確とな

る。結果として、組織内の共通理解が高まり、効果的に人材育成が可能となるものと考え

られる。 

 

    

 ＜活用事例＞ 

  【鳥取県】 

○ 人材育成基本方針と人事評価項目の連動 （P42） 

・人材育成基本方針と人事評価項目を連動することで、組織として求める 

職員像及び業務態度への誘導が可能になっている。 
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   ○ 職位ごとの人事評価項目の定義を具体的に明記 （P47） 

・職位ごとの人事評価項目の定義を具体的に明記することで、評価内容に 

対する組織内での共通理解の推進を図っている。 

 

【横浜市】 

○ 評価の要素ごとにおける評価基準の明確化 （P59） 

・評価要素ごとにおける評価基準の明確化により、評価内容に対する組織 

内の共通理解の推進を図っている。 

 

  【大野市（福井県）】 

○ 職層ごとの人事評価項目の定義を具体的に明記 （P77） 

・職層ごとの人事評価項目の定義を具体的に明記することで、人事評価を

通して目指すべき職員像を明確化している。 

 

  【高鍋町（宮崎県）】 

   ○ 能力評価の評価要素、評価項目の明確化 （P124） 

・能力評価の評価要素、評価項目の明確化により、評価内容に対する組織

内での共通理解が進み、職員に求める行動について実行するよう誘導可

能となる。 
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２ 組織目標に基づいた個人目標の設定 

人事評価は「能力評価」及び「業績評価」により実施する必要があるが、「業績評価」に

ついては、評価者と被評価者が十分に話し合い、明確な目標を設定した上で、その達成度

を評価する目標管理に基づくことが基本となる。 

目標の設定にあたっては、面談を通じて、設定が「職位にふさわしい目標か」、「職員

の成長につながる目標か」、「組織目標を踏まえた目標か」といった視点を踏まえて設定

することが重要である。 

人事評価のねらいである公務能率の向上や人材育成の観点からは、特に組織目標に基づ

いた個人目標を設定することが不可欠である。 

地方公共団体における総合計画等の組織目標に基づき個人目標を設定することで、組織

の行政運営上求める行動に誘導することになり、結果として人材育成につながるものと考

えられる。 
 

 ＜活用事例＞ 

  【大野市（福井県）】 

○ 組織目標に基づいた個人目標の設定 （P74） 

・総合計画の成果指標、施策方針等を踏まえた組織目標に基づき、個人目

標を設定することで、職員の目標達成がそのまま組織の行政運営上求め

る行動・人材育成につながる。 
 

 【多治見市（岐阜県）】 

○ 組織目標に基づいた個人目標の設定 （P88） 

・総合計画や行政改革等を基に設定された組織目標に沿った行政課題また

は業務改善目標を、個人目標として設定するため、職員の目標達成がそ

のまま組織の行政運営上求める行動・人材育成につながる。 
 

 【瑞穂町（東京都）】 

○ 組織目標に基づいた業務目標の設定 （P118） 

・総合計画、行政改革大綱、施政方針等を踏まえた組織目標に沿った目標

を個人が業務目標として設定し、その目標達成に取り組むことで、組織

の行政運営上求める行動・人材育成にもつながる。 
 

  【高鍋町（宮崎県）】 

   ○ 組織目標に基づく個人目標及びチャレンジ目標の設定 （P131） 

・組織目標に基づいた個人目標の設定や、自己の職務以外の行政課題に対

する姿勢も評価するチャレンジ目標を評価することで、より組織の求め

る人材の育成、より高いレベルの個人目標設定に誘導可能となる。 
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３ 能力開発・スキルアップの促進に資する取組 

人事評価における目標設定、面談、評価といった各段階を通じ、評価者が評価内容に応

じた業務上の指導・助言を実施するだけでなく、個々の職員の能力開発やスキルアップを

促す観点からの助言を行うことは、職員のモチベーションの向上につながると考えられる。 

例えば、目標設定時の面談において、能力開発等の目標を評価者と被評価者が共有する

ことで、評価者が研修の受講を促す等の指導・助言することが可能となる。また、評価結

果の開示面談で振り返り、今後のスキルアップ等の助言を行うといった取組は職員の人材

育成の観点からも有意義な取組であると考えられる。 

  

＜活用事例＞ 

  【東京都】  

○ 開示面談による評価結果の共有 （P33） 

・評価結果を開示面談で伝える際、総合的な評価結果を示すだけではなく、

評定要素ごとの内訳もそれぞれ開示することで、管理職と十分な意見交

換を行い、共通理解を深めている。 

 

  【寝屋川市（大阪府）】 

○ 研修受講、資格取得におけるスキルアップ加点制度 （P98） 

・研修受講・資格取得により加点される「スキルアップ加点制度」により、

職員の研修への参加や資格の取得・新しい知識の習得によるスキルアッ

プの促進につなげている。 

 

【横浜市】 

○ 業務目標、能力開発等に関する目標を設定する「目標共有シート」の 

活用 （P56） 

・当該年度の業務目標、能力開発・能力活用等に関する目標を設定する「目

標共有シート」を活用し、上司との面談時に目標を共有することで、研

修の受講を促す等、目標達成に向けてスキルアップを図ることが可能に

なっている。 
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４ キャリア意識の醸成等に資する自己分析・自己申告書の活用 

目標設定時や達成度合の確認時等における職員からの自己申告は、人材育成のための人

事評価の実施にあたり、極めて重要な要素である。 

その際、職員自身が実務能力、実務経験等を確認し、十分に自己分析を行った上で、自

身の目標・キャリア開発について自己申告をすることが必要である。 

こうした取組を通じ、職員のキャリア意識の醸成や能力開発の目標設定、ひいては職員

のモチベーションの向上につながっていくものと考えられる。 

なお、自己分析は、あくまでも職員自身が目標設定等を行うにあたってのツールであり、

自己分析の結果そのものを評価の対象とするべきものではない。 

    

 ＜活用事例＞ 

  【東京都】 

○ 目的別の自己申告書の利用 （P30） 

・「目標・成果シート」や「自己採点シート」等を作成することで、職員

自らが仕事の成果やそれにつながるプロセスにおける課題を発見する

等、主体的な取組を通して効果的・効率的な職務遂行を図っている。ま

た、面談時に活用することで、管理職とのコミュニケーションを活性化

させ、きめ細やかな人材育成と意欲の向上につなげている。 

 

  【鳥取県】 

○ 業務管理・キャリア開発シートの活用 （P53） 

・「業務管理・キャリア開発シート」を活用することで、上司から指導・

助言を受けることが可能になり、能力開発・キャリア開発につなげてい

る。 

 

【横浜市】 

○ 自身の職務経験等を自己分析する「キャリア自己分析表」の活用 （P58） 

・自身の職務経験について、身に付けた実務能力・実務知識や経験した業

務分野等を確認し、自己分析する「キャリア自己分析表」の活用により、

業務知識・実務能力の開発が可能になっている。 
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５ 評価精度を向上させるための評価者訓練及び調整会議の実施 

人事評価の結果について、被評価者の納得性が低いと、制度そのものの信頼を失い、人

材育成といった制度の目的を達成することはできない。 

制度を有効に機能させるためには、「評価の公平・公正性の確保」が必要不可欠である。

このため、全ての評価者に対し、定期的に人事評価制度の仕組や評価方法、評価の目線合

わせ等の評価者研修を実施する等、評価精度の向上に向けた不断の取組が求められる。 

また、評価結果の偏りが生じる場合には、調整会議等の場を設けて、部局間の業務困難

度・重要度を相対化させることも、評価精度を向上させるために有効であると考えられる。 

   

 ＜活用事例＞ 

  【東京都】 

○ 評価者への人事評価制度に関する研修実施 （P35） 

・全ての評価者への研修を毎年度実施し、事例演習を繰り返し行う等、評

価者が制度自体の理解を深めるとともに、評定精度向上を図ることで、

公平・公正な人事評価の実現を通じた職員の意欲向上につながる。 

 

  【瑞穂町（東京都）】 

○ 各部局間の業務目標に関する調整会議の実施 （P121） 

・各部局間の目標設定の難易度、ウエイト等について審査・調整する会議

を実施することにより、評価の偏りの是正につながり、人事評価結果の

公平・公正性の確保につながる。 
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６ 下位評価者のモチベーション向上の取組 

人事評価結果は任用、給与の他、分限処分にも活用することとされている。これは、評

価の結果、下位であった職員を分限処分にすることを目的とするものではなく、下位評価

者に対するモチベーションの向上や職務遂行能力の向上、改善を図り、人材育成につなげ

ることに大きな意義がある。こうした制度の趣旨・目的や下位評価者に対する研修の実施

等を全職員に十分に周知し、職員の理解を深めることは、人材育成の観点からも極めて重

要である。 

 

 ＜活用事例＞ 

  【大阪市】 

○ 人事評価結果の分限制度への活用 （P67） 

・人事評価結果と分限制度の関連と制度の意義・目的を全職員に周知する

ことにより、制度の理解を深め、職務態度の改善、意欲の回復につなげ

る。 

 

７ 臨時・非常勤職員の活躍に向けた人事評価の活用 

臨時・非常勤職員や地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成 29 年法

律第 29 号。以下、「平成 29 年改正法」という。）上の会計年度任用職員については、人

事評価の対象となるものである。これらの職員は、行政運営上重要な役割を担うことから、

人事評価を活用し、職員の能力の向上、モチベーションの向上等、人材育成に取り組むこ

とが必要である。 

なお、人事評価の実施にあたっては、職務内容や勤務実態等に応じて、柔軟な形で実施

することも可能であると考えられる。 

 

 ＜活用事例＞ 

  【池田市（大阪府）】  

○ 臨時的任用職員の人事評価制度活用ガイド （P109） 

・臨時的任用職員の人事評価制度の運用について、評価プロセスや評価結

果によって得られる知識や能力を明示することで、職員の意欲向上につ

なげている。 
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８ 柔軟な働き方を促進する人事評価の実施 

近年、地方公共団体において、公務を支える職員が多様化する中、多種多様な行政サー

ビスや柔軟な働き方へのニーズに対応していくため、女性活躍、働き方改革及びワークラ

イフバランスへの取組に対する要請が高まっている。 

このため、長時間労働の是正や業務改善、ワークライフバランスの実践等、働き方の見

直しに関する取組を人事評価項目とすることで、管理職をはじめとした職員の意識改革、

組織における働き方の見直しに関する共通理解の促進や人材の育成につながるものと考え

られる。 

 

 ＜活用事例＞ 

  【鳥取県】 

○ 管理職の人事評価項目における「イクボス度」の項目化 （P50） 

・管理職の人事評価項目にワークライフバランスを考慮した「イクボス度」

を項目化することで、管理職の働き方の見直しにかかる意識向上を目指

している。 

 

  【大野市（福井県）】 

○ 管理職の評価シートにおいて働き方改革に関する目標を設定 （P75） 

・管理職が働き改革の目標を評価シートに記載することで、管理職を中心

とした組織内での働き方改革の推進につなげている。 

 

  【寝屋川市（大阪府）】 

○ 長時間労働の是正を含む部局別目標への貢献度加点制度 （P101） 

・長時間労働の是正や年次休暇の取得促進の取組について評価すること

で、職員が働き方を見直す体制の構築につなげている。 
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９ 多面評価の実施 

上司が部下や同僚職員から評価を受ける「多面評価制度」に取り組む地方公共団体もあ

る。この多面評価は、管理職と部下の信頼感の醸成、コミュニケーションの活性化等に効

果が期待できる面もあることから、地方公共団体の実情に沿って、導入の是非について検

討がなされるべきものと考えられる。 

 

 ＜活用事例＞ 

  【鳥取県】 

○ 管理職の執務姿勢自己診断援助制度 （P51） 

・部下が管理職の執務姿勢を診断する「執務姿勢自己診断援助制度」を導

入し、管理職の自己啓発等への援助や所属の運営方針改善に活用するこ

とで職場の活性化につながっている。 

 

  【大阪市】 

○ マネジメントサポート制度 （P69） 

・部下が上司を評価する多面評価により、上司の意識改革の促進や上司と

部下のコミュニケーションの円滑化を図るとともに、人事評価制度の客

観性を確保する。 

 

 【寝屋川市（大阪府）】 

○ 理事・部長職における同格者評価制度 （P102） 

・理事・部長における同格者評価を設けることにより、人事評価の公正性

を担保するとともに、職員間の課題意識の共有や業務への意識向上につ

なげている。 
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10 職員の理解促進に向けた取組 

職員の能力向上や人材育成といった人事評価制度の本来の目的を達成するためには、制

度の信頼性と評価への納得度を高めることが何よりも重要である。 

このため、人事評価の趣旨・目的や制度の仕組を分かりやすく解説したＱ＆Ａ集等を作

成し、研修や所属単位の会議等、あらゆる場を活用して全職員に周知することも効果的で

あると考えられる。 

また、前述したように評価基準・内容を明示するとともに、評価手法や評価にあたって

の留意点、その対策等についても全職員に明示することが、公平・公正な評価について職

員の理解促進や制度への信頼感の醸成のために極めて重要である。 
 

 ＜活用事例＞ 

  【大阪市】 

○ 人事評価制度における相対評価手法等の職員周知 （P64） 

・相対評価手法や評価結果の給与反映等の制度を全職員に周知することに

より、制度の納得度を高め、職員の意欲向上につなげている。 
 

 【多治見市（岐阜県）】 

○ 評定者が陥りやすい錯誤等とその対策の一覧化 （P94） 

・評価における注意点とその対策を職員に明示することで、公平公正な評

価の実施と、処遇反映を図ることにより職員の意欲向上につなげてい

る。 
 

  【池田市（大阪府）】 

○ 人事評価制度に関するＱ＆Ａ集 （P113） 

・人事評価制度導入の経緯や制度への疑問等の職員の声をとりまとめ、質

疑応答形式で分かりやすく周知し、信頼度の高い公正な人事評価の実施

と処遇反映を図ることにより、職員の意欲向上につなげている。 
 

○ 評価制度におけるスケジュール等の明示化 （P106） 

・制度全体の流れを通年のスケジュールで、面談の流れを面談時のポイン

トと合わせて職員に明示することにより、制度の理解を深め、職員の意

欲向上につなげている。 

 

  【寝屋川市（大阪府）】 

○ 人事評価制度に関するＱ＆Ａ集 （P103） 

・人事評価制度における目標設定や各項目での評価の考え方等を質疑 

応答形式で分かりやすく周知することで、信頼度の高い公正な人事評 

価の実施と処遇反映を図ることにより、職員の意欲向上につなげている。 
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Ⅲ 未活用団体における課題と今後の対応策 

１ 未活用団体における課題 

人事評価結果の給与等への活用が遅れている県、指定都市及び中核市に対し、活用にあ

たっての課題を調査したところ、数多くの地方公共団体が、「公正な評価の確保」、「部

局内・部局間での評価のバラツキ」、「人事評価制度に対する信頼性の確保」を課題とし

て挙げている。また、これらの地方公共団体における職員団体からは、「人事評価制度の

公平・公正性、透明性、客観性、納得性等が確保されるまで、給与等への活用を実施しな

いこと」といった意見も出されている。 

なお、活用が遅れている地方公共団体間においても、既に昇給区分等を設定しており今

後の活用時期を決定している地方公共団体がある一方、未だ人事当局内で評価結果の活用

に係る制度設計について検討している地方公共団体がある等、その取組の程度に差が生じ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員団体の意見 

◯最下位区分（昇給なし）の影響は退職までの給与に影響し、著しい不利益を受ける

ため、昇給への活用は実施しないこと 

◯制度の公正性・公平性を確保、職員の納得できる仕組を構築すること 

◯業績目標の設定等について、被評価者の制度理解が進んでいないことや、部署によ

って目標の立て方や評価内容について評価のバラツキの懸念があること等から、

勤勉手当への活用は慎重に行うこと 

◯法律で義務付けられた以上、人事評価の実施は仕方ないが、給与・分限への活用は

制度の信頼性・透明性等を担保した上で実施すること 

【未活用団体における課題の例（県・指定都市・中核市）】 

制度・仕組に関する課題 

◯職員アンケートの結果、８割超の職員が「人事評価に対する理解がもう少し深まっ

てから活用すべき」と回答 

◯成果主義に基づく人事評価導入による職場環境（上司・部下及び同所属内の人間関

係やチームワーク等）への影響を考慮 

◯公平・公正な評価結果が得られる仕組の確立 

◯人事評価制度に対する納得度・信頼性の確保 

◯評価者によって点数のつけ方が大きく異なる場合があるため、評価結果の平準化

や相対的な調整について検討が必要 

※総務省聞き取り調査による 
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２ 課題に対する今後の対応・検討の方向性 

人事評価結果の給与等への活用にあたって、未活用団体が挙げた「公平・公正な評価の

実施」や「評価の偏りの是正」等の課題については、これまで、総務省で開催された人事

評価に係る研究会※において取り上げられ、その対応方策等についてまとめられている。 

未活用団体における諸々の課題に対しては、これまでの研究会でまとめられた以下のよ

うな対応策や他の地方公共団体における取組等を参考として、地方公共団体の実情に応じ

た取組を進めることで、対応していくことは十分可能なものと考えられる。 

特に、平成 26 年度に開催された「地方公共団体における人事評価制度に関する研究会」

報告書では、人事評価制度の導入・活用にあたっての実施規定や評価記録書等の参考例、

評価結果の活用についての考え方等についてとりまとめている。未活用団体においては、

改めて参考にしていただきたい。 
 
※ 平成 15 年度「地方行政運営研究会第 18 次公務能率研究部会」、平成 20 年度「地方公共団体における人事評価の活用等に関する

研究会」、平成 22 年度・24 年度「地方公共団体における人事評価制度の運用に関する研究会」、平成 26 年度「地方公共団体にお

ける人事評価制度に関する研究会」、平成 28 年度「地方公共団体における多様な人材の活躍と働き方改革に関する研究会」 

 

（１）公平・公正な評価の実施 

  人事評価を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎となるツールとして有効に機能

させるためには、公正な評価が行われることが原則である。 

そのために、全ての評価者が人事評価の実施において等しい認識に立つことができる

よう、定期的に制度の周知や評価者訓練を実施し、評価の際の心構えや留意点について

理解させることが重要である。 

ただし、公平性・公正性を追求するあまり評価者の負担が増大し過ぎると、その負担

を抑制するために、結果的に無難な評価（標準）に落ち着いてしまうことも懸念される。 

このため、評価における責任の所在は評価者にあることを前提に、地方公共団体の組

織規模に応じて、例えば、実際の業務遂行状況をより的確に把握している係長等に事実

確認を行うといった工夫も考えられる。 

 

（２）評価の偏りの是正 

集合形式の会議において、評価の偏りを是正することも重要である。こうした会議は、

評価者同士のフォローアップの場、実践的な評価者訓練の場ともなるだけなく、評価者

の緊張感を高めることとなるため、評価精度の向上に有効であると考えられる。 

また、評価者の評価傾向を分析することは、評価の偏りの是正に資すると考えられる。
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評価結果を電子データで管理する等により、人事担当課等が各評価者の評価傾向を分析

可能な状態とし、的確な評価が出来ていないと思われる評価者（例：評価結果が他の評

価者と比較して極端な乖離が生じている場合等）に対して、個別にその評価方法等を確

認した上で、改善に向けて必要な対応をしていくことも有効である。 

 

（３）給与等への活用のための適正な相対評価の実施 

昇任、昇格、給与等への人事評価結果の活用にあたり、「一律」や「持ち回り」等が温

存されれば、高い能力・業績を上げている職員のモチベーションの低下を招くこととな

り、人事評価制度の趣旨を没却することとなる。 

これを防ぐために、評価結果については、一次評価者が的確に評価することが何より

も肝要である。また、より高次の評価者が評価結果の相対化を行う等、評価の偏りを是

正することや、人事当局において評価者によるバラツキを点検調整する会議を実施する

等の取組が考えられる。 

人事評価結果の給与への活用については、予算によって定められた人件費の枠内で運

用されなければならない。職員のモチベーションを高め、組織全体の公務能率向上につ

なげていくためには、評価の結果明らかとなった能力及び業績に基づいた処遇を徹底し

ていく必要があり、給与等について適切に差が生じるよう努めていくことが求められる。 

   

（４）苦情処理制度の構築 

人事評価制度の公正性・透明性の確保と制度の信頼性・納得性を高めるためには、人

事評価のプロセス、評価結果等に関する内容、その他制度全般において想定される苦情

や説明を求める申出等に対して適切に対応する仕組を構築することが必要である。 

小規模団体においては、一般的に、苦情処理を人事担当部局で一括して担当すること

が可能であり、かつ効率的であると考えられる。他方、大規模団体においては、実効性

のある制度運用の観点から、職員に最も近い部局が一義的に担当することの実現可能性

について検討する必要がある。 

 

（５）人材育成に向けた活用等 

組織として一貫した人材育成を行っていくためには、人材育成基本方針において求め

る人材像や必要な能力を明確にし、それを人事評価の評価項目と結び付けていくことが
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重要である。 

また、人事評価制度を人材育成に効果的に活かすためには、時機に応じた職員との面

談等を通じ、丁寧に評価結果のフィードバックを行うことが重要である。フィードバッ

クを行う際には、評価結果の理由を伝えるとともに、設定目標や評価の内容に応じた具

体的な改善点の提案や研修の受講を勧めることにより、職員の不安を取り除き、やる気

や動機付けをさらに引き出すことが求められる。特に評価結果が下位区分に該当する場

合には、改善に向けた助言・指導が不可欠である。 

 

（６）職員理解の促進 

職員研修の実施や職員アンケートの実施等を通じ、制度の趣旨・目的、評価結果の活

用の意義等を周知徹底し、職員理解の促進を図ることが制度の信頼性・納得性を高める

こととなる。 

また、職員アンケートの結果の経年変化を確認することにより、制度の定着度合いを

知ることが可能となる。 

なお、制度を安定的に運用していくためには、人事担当課や職員にとって過重な負担

とならない工夫や配慮が必要となる。運用コストとのバランスを取りながら、職員の信

頼を確保するための、取組を実施することが重要であると考えられる。 

 

（７）評価結果の給与等への活用に向けた具体的取組の推進 

地方公共団体は、類似の地方公共団体等の取組例を参考に、それぞれの実情に応じた

活用の実施や昇給号給をまずは小幅に実施する等、段階的に人事評価を給与等へ活用す

るといった円滑な導入を図るよう工夫することも可能だと考えられる。 

  職員団体と協議中であること等を理由に、給与等への活用が遅れている地方公共団体

もあるが、実施していく中で、必要に応じて見直しを加え、運用熟度を高めていくこと

が、効率的・効果的な活用の促進につながると考えられる。 

 

３ 人事評価の給与等への活用に関する公表状況 

人事評価制度の運用状況については、地方公共団体において、職員の任用、給与、勤

務条件等と同様、地公法上、公表が義務付けられている。（地公法第 58 条の２） 

総務省では、平成 17 年度から、地方公務員の給与・定員管理等について全国の地方公

共団体相互間の比較分析を可能とする「給与情報等公表システム」を構築している。 
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その中で、「人事評価の給与等への活用」の状況についても、地方公共団体に対し、

総務省が示す統一の様式により、昇給・勤勉手当への勤務成績の活用状況をホームペー

ジに公表するよう求めている。（表２） 

しかしながら、現時点においては「人事評価の給与等への活用」に関して、公表して

いない地方公共団体も少なからずあり、また運用の実態と異なる内容で公表をしている

地方公共団体も見受けられた。 

地方公務員の給与制度については、住民の関心も非常に高いことから、人事評価結果

の給与への活用の有無や具体的な活用状況等について、地方公共団体において明確に公

表し、住民への説明責任を果たす必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表２）総務省統一様式のうち「人事評価の給与等への活用」の記載例 
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４ その他の諸課題 

（１）未活用団体の課題認識 

平成 26 年改正法において、人事評価結果の活用については、「人事評価を任用、給与、

分限、その他の人事管理の基礎として活用する」（地公法第 23 条第２項）との評価の根

本基準が規定され、「人事評価の結果に応じた措置を講じなければならない」（地公法

第 23 条の３）ことが規定されている。 

人事評価結果に応じ、どのような措置をとるべきかについては、地公法上、必ずしも

明らかではないが、給与への活用に関しては、昇給、勤勉手当の査定の資料として評価

結果を用いることは義務付けられているものと考えられる。こうした地公法の趣旨から、

人事評価を実施したものの、その評価結果を給与に活用せずに、勤勉手当・昇給の一律

支給を行うことは違法と判断される可能性が相当程度あると考えられる。 

未活用団体においては、活用にあたって前述のような制度構築上の課題があるとして

いる。しかし、まず、評価結果を活用していない現状について違法と判断される可能性

が相当程度あることから、訴訟リスクがあることを人事当局において十分に認識する必

要がある。こうした人事当局の課題認識が低いことも活用が進んでいない要因の一つで

はないかと考えられる。（参考：勤務評定未実施にかかる訴訟事件） 

これまでの研究会では、人事評価結果の給与等への活用にあたって、その課題につい

て検討し、対応策を提示してきた。しかしながら、活用が遅れている地方公共団体が少

なからずある現状を踏まえ、今後はこうした未活用団体それぞれが課題認識を深め、意

識改革が図られるよう、ヒアリングや助言等のさらなる取組を通し、早急に評価結果の

活用につなげていくことが喫緊の課題である。 
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（参考）勤務評定未実施にかかる訴訟事件概要 
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（２）懲戒処分者等に対する昇給号給の調整 

平成 26 年改正法に基づく人事評価制度の施行後においては、前述のとおり人事評価の

結果を昇給・勤勉手当の支給に活用することが義務付けられている。 

こうした中、人事評価結果を給与等に未だ活用せず、一律に「標準」の号給による昇

給を行っている一方で、懲戒・分限処分者に対する昇給の号給を人事評価によることな

く「標準」の昇給区分よりも下位の区分として支給している地方公共団体が見受けられ

た。 

こうした地方公共団体は、地方公共団体の給与等に関する条例・規則における従前の

規定をその根拠としている。しかしながら、こうした懲戒・分限処分者に対する昇給号

給の調整を含めてそもそも人事評価結果を活用せずに行う昇給等は法的根拠がなく、昇

給を行っていること自体が違法と判断される可能性が相当程度あることを十分に認識す

る必要がある。 

地方公共団体においては、速やかに人事評価結果を給与へ活用し、昇給は人事評価を

根拠として行うことはもちろん、懲戒処分者等に対する昇給号給の調整についても、人

事評価の結果として下位の昇給区分に決定した上で実施することが求められる。 

 

（３）今後の課題 

平成 29 年改正法により、一般職の非常勤職員である会計年度任用職員制度が創設され

た。フルタイムの会計年度任用職員については、期末手当等一定の手当が支給可能とさ

れているが、「勤勉手当」については、地方公共団体の期末手当支給の定着状況等を踏

まえた上での検討課題とすべきものとされている。 

（参考：会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル（第１版）Ｑ＆Ａ） 

会計年度任用職員は、平成 29 年改正法に基づく人事評価の対象となっており、今後、

会計年度任用職員への「勤勉手当」の支給を検討していくにあたっては、当然に評価結

果の勤勉手当への活用が行われることが前提となる。 

また、平成 30 年２月に、「公務員の定年の引上げに関する検討会」においてとりまと

められた定年の引上げに関する主要な論点が「公務員の定年の引上げに関する関係閣僚

会議」で了承され、国家公務員の定年引上げについて人事院に対し検討が要請された。 

同会議における論点の中で、定年を引き上げることにより、高齢期までを見据えた計

画的な人材育成や高齢期の職員の知識・経験等の積極的活用に向け道筋をつけ、能力・

実績主義の徹底等、若手・中堅職員も含めた人事管理全体をより適切な方向に見直す契
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機となるといった意義を有するとされている。 

その上で、人事評価に基づく能力・実績主義の人事管理を徹底し、セレクションの厳

格化や、優秀な人材については従来のペースにとらわれない昇任を進めていく必要があ

るのではないかといった論点が示されている。 

こうした公務員を取り巻く環境の変化等も踏まえ、地方公共団体においては、評価の

結果に基づく能力・実績主義の人事管理を徹底していく必要がある。 

 

 

 

 

５ 活用促進に向けた取組 

（１）評価結果の活用に関する公表状況の確認・是正 

地方公共団体における人事評価の運用に関する公表状況・公表内容を確認し、運用

の実態が不明確である、もしくは不適切な公表内容であることが認められる地方公共

団体に対しては、速やかに是正を促し、住民に対する説明責任を果たすよう求める必

要がある。 

 

 

 

（参考）会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル（第１版）Ｑ＆Ａ（抜粋） 
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（２）評価結果の活用状況の公表促進 

総務省が示す現行の人事評価結果の給与への活用状況の公表に関する統一様式につ

いては、評価結果の給与への活用の有無等が不明確な部分も認められた。このため、

この統一様式を改正し、評価結果を活用している地方公共団体はその活用状況・実績

を、未活用団体においてはその事実と活用に向けた検討状況等を明確に公表するよう、

地方公共団体に対し促していくことが必要である。 

 

（３）人事委員会・都道府県市町村担当課の取組 

人事委員会は、「人事評価の実施に関し、任命権者に勧告することができる」（地

公法第 23 条の４）こととされている。これは、人事評価の実施について人事評価の公

正な実施と人事管理の基礎として活用する趣旨の徹底を図ろうとするものである。評

価結果を未だ活用していない都道府県・指定都市における人事委員会は、未活用の状

態について違法と判断される可能性が相当程度あることを当該地方公共団体に対し、

明確に指摘する必要がある。 

また、都道府県市町村担当課においては、市町村の人事評価の運用・活用状況を確

認し、未活用の市町村に対しては、早急に活用が図られるよう助言を行う必要がある。 

人事委員会及び市町村担当課は、各々の役割、責務を改めて認識し、地方公共団体

における活用促進を図っていくことが強く求められる。 

総務省においては、これまで人事委員会、市町村担当課に対し、人事評価の実施と

評価結果の活用の必要性等について説明等を行ってきたが、今後さらに上記の観点か

らもより一層、丁寧な説明・助言等を行う必要がある。 

 

（４）人事評価に関する調査方法等の見直し 

総務省が実施する人事評価に関連する各種調査の内容等を抜本的に見直し、地方公

共団体における人事評価の運用状況をより詳細に把握することが重要である。 

具体的には、「地方公共団体における人事評価活用状況等調査」において、管理職・

一般職ごとの活用状況、未活用団体における今後の活用スケジュールや、活用に関す

る公表状況等についても調査対象とするべきである。さらには、「給与実態調査」、

「分限処分者数、懲戒処分者数及び刑事処分者数等に関する調」等においても、人事

評価と関連付けた調査を追加することを検討する必要がある。 
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（５）専門家派遣事業（人事評価）の見直し 

これまで、地方公共団体における人事評価制度の構築、活用の推進を図るため、地

方公共団体の要望に応じて、人事評価の専門家を派遣する「専門家派遣事業」を実施

し、講演や質疑応答等による助言を行ってきた。 

今後の専門家派遣事業では、専門家による講義の他、地方公共団体間におけるグル

ープワークを実施し、地方公共団体相互で活用にあたっての課題の認識とその解決策

を検討する等、これまでの取組成果をさらに発展させた事業内容とすべきである。特

に、主に活用が遅れている市町村等が多い都道府県に専門家を派遣し、地方公共団体

の人事担当課長の間でグループワークを実施する等、評価結果の活用促進に向け、よ

り実効性の高い事業内容への見直しを図る必要がある。 

  

25



 

 

26



 

 

 

Ⅳ 活用事例資料 
 

 

○ 東京都       ・・・・・・・  29    

○ 鳥取県       ・・・・・・・  41    

○ 横浜市       ・・・・・・・  55    

○ 大阪市       ・・・・・・・  63    

○ 大野市（福井県）  ・・・・・・・  73    

○ 多治見市（岐阜県）  ・・・・・・・  87       

○ 寝屋川市（大阪府）  ・・・・・・・  97       

○ 池田市（大阪府）    ・・・・・・・ 105  

○ 瑞穂町（東京都）    ・・・・・・・ 117       

○ 高鍋町（宮崎県）    ・・・・・・・ 123  
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１.人事評価制度のポイント 

（１）目的別の自己申告書の利用 

（２）開示面談による評価結果の共有 

（３）評価者への人事評価制度に関する研修実施 

 

２.人事評価制度の全体の主な流れ 

評価項目 内  容 

業績評定 

プロセス評定 

・職級において果たすべき仕事の成果を遂行したかを評価 

・職務遂行上見られた能力等について、各職場や職務内容ごとに、

着眼点ごとの重みを考慮して評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都
とうきょうと

（団体区分：都道府県） 

◯当初申告 

・「目標・成果シート」の入力（職務目標、能力開発目標、指導育成目標（監督職のみ）等） 

◯期首面談 

・所属課長と被評価者の面談により、設定した目標の意見交換を行い、目標を決定 

◯中間申告 

・「目標・成果シート」の入力（目標の取組状況と成果、年度末に向けた取組等） 

・「自己採点シート」の入力（仕事の成果、プロセスの自己採点等） 

・「異動申告シート」の入力（今後従事したい職務、活用して欲しい能力等） 

◯期中面談 

・所属課長と被評価者の面談により、取組状況などの内容の意見交換を実施 

◯業績評価 

・評定者が「業績評価シート」を作成し、基準日（12 月 31 日）における業績評価を実施 

・「業績評定」「プロセス評定」の項目に基づき、一次評定者、調整者、最終評定者により段

階的に評定を行う 

・「目標・成果シート」と「自己採点シート」の記載内容を業績評価の参考資料とする 

◯評定結果の本人開示 

・開示希望の職員などの対象者に対し、開示面談を実施し、評価者から１次評定の内容につ

いて評価要素ごとに具体的な説明のもと、被評価者と共有 

・必要に応じて「指導育成シート」を作成し、該当職員へ重点的な指導を行うものとする 

◯最終申告 

・「目標・成果シート」の入力（１年間の目標の成果、業務上の反省点等） 

・「自己採点シート」の入力（１年間の仕事の成果、プロセスの自己採点等） 

 ※ 所属課長との面談は行わないが、翌年度の当初申告時に確認 

４～５月 

11～12 月 

12 月末 

～1月 

２～３月 

◆ 人口：13,530,053 人  ◆ 面積：2,191.00㎢ 

◆ 総職員数：170,915 人 

 人口は、平成 29 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳 
総職員数は、平成 29 年 4 月 1 日現在の職員数 

自治体データ 
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３．概要  

（１）目的別の自己申告書の利用 

  職員が自らの担当職務における課題を発見し、主体的な取組を行うことにより、効果

的・効率的な職務遂行を図るとともに、管理職のコミュニケーションを活性化させ、きめ

細かな人材育成と意欲の向上を図ることを目的として、「自己申告書」として「目標・成

果シート」「自己採点シート」などを作成することとしている。 

  「目標・成果シート」は、担当職務、能力開発及び部下の指導育成に関する１年間の目

標とその成果について記入することを主な内容とするものである。「自己採点シート」は、

仕事の成果とそれにつながるプロセスについて、それぞれの職級に応じて求められる能力

を踏まえながら、自ら振り返ることで、職務の改善と能力の向上につなげるとともに、所

属課長との共通理解を促進することを目的としている。 

  この他「異動申告シート」に、家庭の事情や通勤条件、健康状況といった異動に当たっ

て配慮して欲しい事項、今後従事したい職務、活用して欲しい能力など、自らのキャリア

デザインを申告している。 

  上記の自己申告書については、管理職が業績評価を実施する際の評定材料の一つとして

位置付けられ、記入内容を評価者との面談で共有し、意見交換に活用されることで人材育

成や職員の意欲向上を図る目的に役立てられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：東京都「自己申告実施要領」平成 29 年度 

目標・成果シートの記入例（区分Ⅰ 一般職） 
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出典：東京都「自己申告実施要領」平成 29 年度 

職級に応じて変化する職員に求められる能力の比重（イメージ図） 
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自己採点シート作成における着眼点と設定の意図、行動例一覧（区分Ⅰ 主事） 

出典：東京都「自己申告実施要領」平成 29 年度 
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（２）開示面談による評価結果の共有 

業績評価制度における定期評定の結果について、管理職と職員とが、面談を通して十分

な意見交換を行い、共通理解を深めることで、開示された評価結果に基づいた継続的な人

材育成・能力開発に資するよう本人開示を実施している。 

開示の対象者は、「開示を希望する職員」と「評価結果を踏まえて、所属課長が指導育成

の観点から特に開示を行う必要があると判断した職員」としている。なお、評価結果を継

続的に人材育成に活用していく観点から、後者の職員に対しては「評定結果を踏まえた指

導育成」を、本人開示と合わせて実施している。 

また、開示にあたり、評価者である管理職に対しては、評価の結果のみを伝えるのでは

なく、職員の勤務実績や具体的な行動等に基づき、評価の考え方を説明することを求めて

いる。  

本人開示については、業績とそれにつながるプロセスの評定結果を職員が認識すること

で、優れている点についてはさらに伸ばし、十分でない点については今後改善していく契

機となるともに、管理職が職員の人材育成を進めていく基礎となるものと位置づけている。 

自己採点シートの記入例（区分Ⅰ 主事） 

出典：東京都「自己申告実施要領」平成 29 年度 
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定期評定本人開示通知書（区分Ⅰ 主事） 

出典：東京都「定期評定本人開示実施要領」平成 29 年度 
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（３）人事評価制度に関する職員研修 

毎年、全管理職員を対象に、人事評価制度の理解を深めるために評価者研修である「人

事考課基礎研修」を実施している。 

本研修においては、平成 28 年 4 月 1 日施行の地方公務員法の改正に関するポイント、

面談における留意点などと合わせて、能力・業績主義の徹底、人材育成への活用といった

観点から、人事考課制度の適切な運用が不可欠である旨の周知を徹底している。 

また、事例演習を通じて、各評定者が適正な評定レベルを体得するとともに、組織全体

としての評定水準の均一化に取り組んでいる。 

こうした研修を定期的に行うことで、人事評価制度の公正性を担保し、管理職員ひいて

は全職員からの制度への信頼を確保するとともに、適切な評価のもとに処遇反映されるこ

とにより職員の意欲向上につなげている。 

 

 

 

指導育成の対象となった職員における育成シート（区分Ⅰ） 

出典：東京都「定期評定本人開示実施要領」平成 29 年度 
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評価者研修「人事考課基礎研修」（一部抜粋） 

出典：東京都「人事考課基礎研修」平成 28 年度 
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 出典：東京都「人事考課基礎研修」平成 28 年度 
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 出典：東京都「人事考課基礎研修」平成 28 年度 
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出典 大阪市「マネジメントサポ ト制度運用の手引き」平成 28 年度

出典：東京都「人事考課基礎研修」平成 28 年度 
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１.人事評価制度のポイント 

（１）人材育成基本方針と人事評価項目との連動 

（２）職位ごとの人事評価項目の定義を具体的に明記 

（３）管理職の人事評価項目にワークライフバランスを考慮した「イクボス度」を項目化 

（４）管理職の執務姿勢自己診断援助制度の導入 

（５）業務管理・キャリア開発シートの活用 
 

２.人事評価制度の全体の主な流れ 

評価項目 内  容 

行動評価 

実績評価 

・職務遂行上の行動を評価する 

・業務の実績及び達成状況を評価する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥取県
とっとりけん

（団体区分：都道府県） 

◯業務目標設定 

・業務管理・キャリア開発シートの入力（今年度の業務目標、キャリアビジョン等） 

◯期首面談 

・総括評価者と被評価者の話合いにより、当該年度の業務目標を設定 

・総括評価者から被評価者に対し、能力開発やキャリアビジョン形成について助言 

◯管理職の執務姿勢診断 

◯業務目標管理達成に向けた中間点検 

・業務管理・キャリア開発シートの入力（業務目標達成に向けた中間点検等） 

◯上期評価 

・被評価者は、業務目標の達成状況や業務遂行上の行動等に関し、自己評価を実施 

・評価者は、被評価者の業務目標の達成状況や業務遂行上の行動に関し、評価を実施 

◯上期評価後面談 

・総括評価者から被評価者に対し、上期評価の結果を開示 

・総括評価者は、被評価者の業務の進捗状況を確認し、必要な指導・助言を実施 

◯業務目標達成状況の年間評価 

・業務管理・キャリア開発シートの入力（業務目標達成状況についての年間評価） 

◯下期・年間総括評価 

・被評価者は、業務目標の達成状況や業務遂行上の行動等に関し、自己評価を実施 

・評価者は、被評価者の業務目標の達成状況や業務遂行上の行動に関し、評価を実施 

◯下期評価後面談 

・総括評価者から被評価者に対し、下期・年間総括評価の結果を開示 

・総括評価者は、次年度に向けた業務目標の設定や取組の見直しについて指導・助言を実施 

◆ 人口：575,264 人   ◆ 面積：3,507.13 ㎢ 

◆ 総職員数：11,471 人 

 人口は、平成 29 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳 
総職員数は、平成 29 年 4 月 1 日現在の職員数 

自治体データ 

４～５月 

９～10 月 

11 月 

２～３月 

１～２月 
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３．概要  

（１）人材育成基本方針と人事評価項目との連動 

「人材育成基本方針」において、求められる鳥取県の職員像とともに特に重要・大切に

したい 10 の能力、姿勢を提示し、これらを人事評価の評価項目、定義等に対応させて設

定している。組織として求める行動等を人事評価項目に連動させることにより、人材育

成、職員の資質・能力の向上を図っている。 

さらに、人事評価の評価項目の定義や関連するキーワードを明示化することで、職員

の目線合わせの徹底を図っている。 

なお、人事評価シート自体にもキーワードが書かれており、自己評価する際の参考に

もなっている。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「地方公共団体における多様な人材の活躍と働き方改革に関する研究会報告書」鳥取県発表資料 

人材育成基本方針と人事評価の評価項目との関係性 
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評価項目の定義、キーワード一覧 
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 出典：鳥取県「平成 29 年度人材の育成及び人事評価等に関する実施要領」 
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人事評価表の例①（主事・技術職、一般専門職用） 

出典：鳥取県「平成 29 年度人材の育成及び人事評価等に関する実施要領」 
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人事評価表の例②（管理職（ライン職）用） 

出典：鳥取県「平成 29 年度人材の育成及び人事評価等に関する実施要領」 
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（２）職位ごとの人事評価項目の定義を具体的に明記 

職位ごとに求められる行動や評価基準について明確に示すとともに、評語区分の趣旨

の明確化を図っている。これにより、公平･公正な評価の実施と組織内での求められる行

動や評語区分についての共通理解の促進を図っている。 

 

 

 

 

 

職位ごとの評価基準の例①（主事・技術職、一般職、現業） 
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職位ごとの評価基準の例②（管理職（ライン職）） 
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（３）管理職の人事評価項目にワークライフバランスを考慮した「イクボス度」を項目化 

課長級以上の管理職員が育児、介護、家庭、地域活動などの幅広い観点から部下職員の

仕事と家庭生活の両立に配慮し、自らも実践する「イクボス」としての顕著な好ましい行

動や成果を積極的にプラス評価するため、人事評価項目に「イクボス度」を追加してい

る。 

また、人事評価項目に追加するだけでなく、管理職員を対象に、具体的に取り組みを進

めてもらうため、イクボスの実践術、イクボスの考え方や行動などについて学ぶ「イクボ

スの研修」を実施している。 

「イクボス度」を項目化することは、ワークライフバランスに対する管理職の意識向

上につながるだけでなく、男性の育児休業取得率の増加など、職員全体に対して、波及効

果があると考えられる。なお、人事評価の具体的な取扱いについては以下のとおりであ

る。 

 

 

 

 

 

出典：鳥取県「平成 29 年度人材の育成及び人事評価等に関する実施要領」 
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（４）管理職の執務姿勢自己診断援助制度の導入 

管理職の職員とその部下職員が、相互に信頼し合い、納得して業務遂行ができる職場

づくりに資するため、管理職の執務姿勢自己診断援助制度を導入している。 

なお、本制度は、職場の活性化を図ることを目的としている。そのため、診断結果は被

診断者の人事評価等には使用せず、各部次長等が面談等において、診断結果に対する指

導・助言に活用している。これらの取組により、管理職の自己啓発等への援助や所属の運

営方針改善に活用することで、本制度は職場環境の活性化につながるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：鳥取県「平成２７年度人材の育成及び人事評価等に関する実施要領の一部改正について（通知）」 

実施方法 

出典：鳥取県「平成 29 年度人材の育成及び人事評価等に関する実施要領」 

人事評価の具体的な取扱い 
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 出典：鳥取県「平成 29 年度人材の育成及び人事評価等に関する実施要領」 

執務姿勢診断表様式 
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（５）業務管理・キャリア開発シートの活用 

自己の能力開発・キャリア開発に役立てることを目的として、「業務管理・キャリア開

発シート」を作成し、面談時等で活用している。シートを活用することで、面談時だけで

はなく、日常業務の中においても、上司から指導・助言を受けることが可能になってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務管理・キャリア開発シート様式 
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出典：鳥取県「平成 29 年度人材の育成及び人事評価等に関する実施要領」 
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１.人事評価制度のポイント 

（１）職員が職務を遂行するにあたり、当該年度の業務目標、能力開発・能力活用等に 

関する目標を設定する「目標共有シート」の活用 

（２）自身の職場経験について、身に付けた実務能力・実務知識や経験した業務分野 

などを確認し自己分析する「キャリア自己分析表」の活用 

（３）評価の要素ごとにおける評価基準の明確化 
 

２.人事評価制度の全体の主な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市
よ こ は ま し

（団体区分：指定都市） 

◯人事考課書の確定 

・年度の評価を確定する 

・状況の大幅な変化があった場合など、基礎評価の内容を変更する場合は面談を必ず実施 

◆ 人口：3,735,843 人   ◆ 面積：437.56 ㎢ 

◆ 総職員数：43,520 人 

 人口は、平成 29 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳 
総職員数は、平成 29 年 4 月 1 日現在の職員数 

自治体データ 

年度当初 

12～１月 

３月 

２月 

◯仕事に関する共通認識の確立 

・年度の業務分担、仕事上の課題、具体的な目標、年間のスケジュールなどについて、職場

ミーティング等を通じて上司・職員が共通認識を持つ 

◯目標共有シート・キャリア自己分析表の作成 

・担当業務、今年度の業務目標、能力開発・能力活用等に関する目標などを記入 

・これまでに身に付けた実務能力・業務知識や経験した業務分野の分析 

◯面談【目標設定】 

・考課者と対象者で、仕事上の課題や業務スケジュール、目標、これまで身に付けた能力等

について明確な共通認識を持つ 

◯目標共有シートの作成 

・職員は業務や能力開発等の振り返り、自己評価などを記入し一次考課者（係長）に提出 

◯面談【振り返り】 

・進捗状況や評価内容を確認し、一次考課者は指導・助言等を行う 

・一次考課者は、目標共有シートの「上司からのコメント」を記入し職員へ写しを返却 

◯人事考課書の作成 

・一次考課者、二次考課者（課長）による絶対評価、一次調整者（所属部長）、二次調整者

（人事担当課長）による相対評価の実施（基礎評価） 

◯人事考課結果の開示 

・原則として二次考課者から、人事考課結果を全員に開示 

・人材育成の観点から、強み・弱みといった評価内容の説明やアドバイスを行う 

◯考課者向け研修の実施 

・評価基準の徹底と評価能力の向上のため定期的に実施（別途 eラーニングの実施もあり） 
７～10 月 
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３．概要  

（１）「目標共有シート」の活用 

職員は、自身が職務を遂行するにあたり、当該年度の業務目標、能力開発・能力活用等

に関する目標を設定する「目標共有シート」を作成することとしている。 

目標共有シートは、 

①業務への主体性や意欲、能力の向上を図る 

②今後の仕事の進め方、取り組むべき課題や自らの将来に向けた能力開発プランを一

人ひとりが考え、自ら向上していく機会とする 

  ③一次考課者との面談をとおして、相互の意思疎通を図る 

ことを目的としている。 

業務目標だけでなく、能力開発・能力活用等に関する目標を設定することによって、自

らが業務を通じた能力開発や能力活用等を意識し主体的に取り組むことで、強みを伸ば

し、将来に向かって「自信」と「やりがい」を持って業務に取り組むことが可能となる。 

また、目標共有シートを活用し、上司との面談時に目標を共有することで、必要に応じ

て上司は研修の受講を促し、研修受講後は業務での実践や、職場内の共有化等を通じ、目

標達成に向けてスキルアップを図ることが可能になっている。 

加えて、業務の振り返り時に、自己評価を行い、その結果を目標共有シートに記入し、

一次考課者と面談を通じて、今後活かしていくべき知識・能力や、伸ばしていくべき知

識・能力、キャリア形成の方向性等について上司からの意見を聞き、自身の能力開発につ

なげていくこととしている。 

目標共有シート内では、自己評価のレーダーチャートも必ず作成することとしており、

全体のバランスを視覚的にとらえ、自らが感じている強みや弱みを客観的に把握するこ

とが可能となっている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】研修の内容 

出典：横浜市「職員人事考課実施要領」平成 29 年度版 
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目標共有シート様式例（行政職員、医療職員） 

出典：横浜市「職員人事考課実施要領」平成 29 年度版 
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（２）「キャリア自己分析表」の活用 

これまでの自身の職場経験について、身に付けた実務能力・業務知識や経験した業務

分野などを確認し自己分析する「キャリア自己分析表」の分析結果を、目標共有シートの

「能力開発・能力活用等に関する目標」の目標設定に反映し、上司と共有することで、業

務や研修等を通じて業務知識・実務能力の開発に努めている。 

 

 

 

 

   

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャリア自己分析表様式 

出典：横浜市「職員人事考課実施要領」平成 29 年度版 
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（３）評価の要素（考課要素）ごとにおける評価基準の明確化 

考課要素ごとに評価基準を明示し、記入の手引きを職員に周知することで、考課者が

公正に評価を行うことが可能となるだけでなく、評価内容に対する組織内の共通理解の

推進を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考課要素評価基準【記入の手引き】 

出典：横浜市「職員人事考課実施要領」平成 29 年度版 
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考課基準の例（行政職員・医療職員） 
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総合評価基準 

出典：横浜市「職員人事考課実施要領」平成 29 年度版 
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１.人事評価制度のポイント 

（１）人事評価制度における相対評価手法等の職員周知 

（２）マネジメントサポート制度（多面評価） 

（３）人事評価結果の分限制度への活用 
 

２.人事評価制度の全体の主な流れ 

評価項目 内  容 

人事考課制度 

目標管理制度 

・役職別に必要とされる能力等を評価 

・組織別目標に沿って定めた職務遂行上の目標に対する達成状況を

測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪市
お お さ か し

（団体区分：指定都市） 

◆ 人口：2,691,425 人   ◆ 面積：225.21 ㎢ 

◆ 総職員数：41,665 人 

 人口は、平成 29 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳 
総職員数は、平成 29 年 4 月 1 日現在の職員数 

自治体データ 

【目標管理制度】 

◯年度目標の設定 

・組織方針の確認や、担当業務の現状及び課題分析を踏まえ、年度目標を設定し、「目標管

理シート」を作成し、第一次評価者へ提出 

◯当初面談 

・被評価者からの作成内容について、面談を通して必要に応じて修正し、目標の確定 

【目標管理制度】 

◯中間自己評価の実施（係長級以上） 

・中間自己評価を実施し、「目標管理シート」に記入し、第１次評価者へ提出 

◯中間面談 

・上半期の業務運営を振り返り、成果や進捗状況に対して評価者と面談を実施 

・必要に応じて年度目標等の修正を行う 

４～５月 

１０月 

１～２月 

【目標管理制度・人事考課制度】 

◯期末自己評価の実施 

・被評価者は、自身の業務運営を振り返り、目標に対する達成度合いを「目標管理シート」

に記入し、第１次評価者へ提出（係長級以上は、目標管理制度の自己評価点を「人事考課

シート」の目標管理欄にも記入する） 

◯期末面談 

・期末面談を実施し、現行業務に関する相互理解、評価内容のフィードバックなどを実施 

◯絶対評価、相対評価区分の決定 

・１次、２次評価、調整者評価を踏まえて、職員の絶対評価の結果を確定 

・職位に応じた単位で相対評価を実施し、相対評価の結果を確定 

【人事考課制度】 

◯開示面談 

・「人事考課シート」により被評価者に対して考課結果を開示 

◯苦情相談窓口での対応 

３月 
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３．概要  

（１）人事評価制度における相対評価手法等の職員周知 

 人事評価制度の運用にあたり、職種や職位毎に設定した評価項目の着眼点による「絶対

評価」を基礎として「相対評価」を実施し、公務能率の向上や執務意欲の向上に向け、能

力と実績に応じた、適正でより厳格な評価と処遇の徹底を図っている。相対評価手法や評

価結果の給与反映等の制度について全職員に対し、十分に周知することで制度の納得度を

高め、職員の意欲向上につなげている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：大阪市「人事考課制度運用の手引き」平成 28 年度 

相対評価の実施における所属単位及びその手法 
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出典：大阪市「人事考課制度運用の手引き」平成 28 年度 
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出典：大阪市「人事考課制度運用の手引き」平成 28 年度 
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（２）人事評価結果の分限制度への活用 

  「分限処分等に関する手引き」により、人事評価結果により勤務実績が良くないと認め

られた職員が、分限処分に至るまでに講じられる措置など制度全体の流れが、明確に職員

に周知されている。 

本制度は、職員が抱える問題や課題の解決を図るとともに、組織に貢献できる人材へ転

換する機会を提供することにより、職員の能力向上を促進し、活力溢れる組織を作ること

を目的として、適正化指導や特別研修の措置を講じることとしている。  

人事評価結果が下位評価となり、分限処分の対象となり得る職員に対し、処分が目的で

はなく、指導及び研修の実施によりモチベーションの向上や職務態度の改善を図るという

制度の趣旨・目的を十分に周知し、その達成に向けて取り組むことが人材育成の観点から

も極めて重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：大阪市「分限処分等に関する手引き」平成 25 年 4月 

分限処分制度における勤務実績がよくない職員の位置づけ 
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出典：大阪市「分限処分等に関する手引き」平成 25 年 4月 

分限処分に至るフロー図（地方公務員法第 28 条第 1項第 1号又は第 3号） 
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（３）マネジメントサポート制度（多面評価） 

管理監督者の組織マネジメント及び人材の育成に関する能力を評価するにあたって、部

下職員からの評価を行い、これを考慮するものとして「マネジメントサポート制度」を導

入している。 

本制度は、評価の「対象者」となる課長及び課長代理級の職員に対して、基本的には対

象者の直接の監督下にあり、対象者の日頃の仕事ぶりを身近で観察できる行政職等の職員

（下位２職位までの部下職員）が「観察者」として複数人設定され、「開示者」である対象

者の上司と、三者の間で活用することとしている。 

多面的な評価の実施を通して、人事評価制度の客観性をより確保するとともに、対象者

の意識改革の促進や部下職員とのコミュニケーションの円滑化を図り、もって公務の円滑

な運営の確保と市民サービスの一層の向上につなげることとしている。 

 

出典：大阪市「分限処分等に関する手引き」平成 25 年 4月 

分限処分制度における指導対象職員への指導にかかるポイント 
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出典：大阪市「マネジメントサポート制度運用の手引き」平成 28 年度 

マネジメントサポート制度の概略図 

「対象者」に求める人物像及び必要とされる職務要件（例） 
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マネジメントサポート制度運用フロー図 

出典：大阪市「マネジメントサポート制度運用の手引き」平成 28 年度 
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出典：大阪市「マネジメントサポート制度運用の手引き」平成 28 年度 

マネジメントサポート制度における評価シート【観察者用】 

マネジメントサポート制度における評価シート（集計結果）【対象者・開示者用】 
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１.人事評価制度のポイント 

（１）組織目標に基づいた個人目標の設定 

（２）管理職の評価シートにおいて働き方改革に関する目標を設定 

（３）職層ごとの人事評価項目の定義を具体的に明記 

２.人事評価制度の全体の主な流れ 

評価項目 内  容 

業績評価 

態度・能力評価 

・被評価者が自ら掲げた目標の達成状況の評価 

・日常の業務に対する取組意欲及び取組姿勢並びに職務の遂行に

おいて発揮した能力、知識、技能等の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大野市
お お の し

  

◆ 人口：34,363 人   ◆ 面積：872.43 ㎢ 

◆ 総職員数：393 人 

 人口は、平成 29 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳 
総職員数は、平成 29 年 4 月 1 日現在の職員数 

自治体データ 

◯組織目標、個人目標設定 

・部長等は課長等と協議し基本目標・方針表により、組織目標を作成し、職員に周知 

・被評価者は、組織目標に基づき、個人目標を設定し目標管理シートに記入 

◯目標面接 

・評価者は被評価者が設定した目標を達成するための指導、助言等を行う 

◯育成面接（中間面接） 

・被評価者は、中間面接実施の前に目標の進捗状況について自己評価を実施し目標管理シ

ートに記入して、評価者に提出 

・評価者は、中間面接時に、目標の進捗状況の確認を実施する 

・目標の進捗状況が思わしくない場合、達成に向けて指導・助言を行う 

・状況の変化等により、評価者と被評価者が協議の上、目標設定内容を修正することも可能 

◯育成面接（期末面接） 

・被評価者は、年度内の目標の達成状況について自己評価を行い、目標管理シートに記入し

て、評価者に提出 

・評価者は、被評価者が設定した目標の達成状況や態度・能力についての確認、指導、助言

等を実施 

・評価者は評価を行い、目標管理シートに記入して調整者に提出 

・調整者は、評価者の行った評価を審査し、必要があれば評価者に確認した上で、評価を修

正し、目標管理シートに記入して、総務課長に提出 

◯評価決定 

・調整者から提出された目標管理シート及び態度・能力シートを取りまとめ、調整委員会に

提出 

・市長の決裁後、確定した評価結果は、総務課から各被評価者に文書により通知 

◯組織評価 

・個人を対象とした人事評価と並行して、各課長等は、基本目標・方針表の成果欄を記入し

て、部長等に提出する 

・各部長等、各課長等の「基本目標・方針表」を受け、評価欄と成果欄を記入の上、総務課

に提出する 

４～６月 

10 月 

２～３月 

福井県 

（団体区分：市町村） 
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３．概要  

（１）組織目標に基づいた個人目標の設定（業績評価） 

部長級の職員は、市の総合計画の成果指標、施策方針、個別行政計画などを踏まえ、課

長等と協議し、その年度に重点的に取り組むべき施策を設定する。その上で、市長の決裁

を受けて決定した組織目標を、職員に対して周知している。被評価者は、決定された組織

目標に基づき、個人目標を設定する。こうして設定された個人目標を達成することで、組

織の行政運営上求める行動・人材育成につながっていくものと考えられる。 

なお、組織目標自体も、個人を対象とした人事評価と並行して、最終的に部長級の職員

が評価をすることになっている。組織評価の結果についても、その功績に関わった職員

（調整委員会で決定）に対して、直後の６月期の個人の勤勉手当の成績率に１区分上位

の成績率を反映することとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織目標設定時に用いる様式 

出典：大野市「人事評価制度実施要領（運用の手引き）」平成 29 年 4 月 
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（２）管理職の評価シートにおいて働き方改革に関する目標を設定 

課長補佐級以上の職員、グループリーダー及びサブグループリーダーの職員は、目標

設定の際に、部下等の職員の育成・指導など、リーダーシップの面からの啓発目標と人材

育成等の目標も評価シートに記載することとなっている。 

さらに管理職員については、働き方改革に関する目標についても評価シートに設定す

ることとしており、一般職員についても、目標設定にあたり、「コスト意識を持った効率

的な業務運営」、「ワークライフバランスの推進に資するような効率的な業務運営や良好

な職場環境づくり」についても留意するよう求めている。こうした取組により、組織全体

で効果的に働き方改革に対する共通理解の推進を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織目標に基づいて個人目標を設定するにあたっての主な視点 

出典：大野市「人事評価制度実施要領（運用の手引き）」平成 29 年 4 月 
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目標共有シート様式記入例 

出典：大野市「人事評価制度実施要領（運用の手引き）」平成 29 年 4 月 
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（３）職層ごとの人事評価項目の定義を具体的に明記 

職層ごとの人事評価項目の定義を具体的に明記することで、人事評価を通して目指す

べき職員像を明確化している。また、評価要素ごとにおける評価基準を明示し、手引きを

職員に周知することで、評価者が公正に評価を行うことが可能となるだけでなく、評価

内容に対する組織内の共通理解の推進を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職層ごとに求められる水準 
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出典：大野市「人事評価制度実施要領（運用の手引き）」平成 29 年 4 月 
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評価方法について 

83



 

84



 

 出典：大野市「人事評価制度実施要領（運用の手引き）」平成 29 年 4 月 

85
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１.人事評価制度のポイント 

（１）組織目標と個人目標のリンク 

（２）「評定者が陥りやすい錯誤等とその対策」の一覧化 

２.人事評価制度の全体の主な流れ 

評価項目 内  容 

実績評定 

 

能力・態度評定 

・職務課題から設定した職務目標について、難易度と達成状況を

組合せて評価 

・目標を達成する過程において発揮された能力・態度について、職

責・業務内容等を考慮し評価する 

  ※多治見市おいては、上記の評価項目による評定により、職員の実績・能力を評価する人事評価制度

を運用しているが、従前からの勤務評定の名称を継続して使用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多
た

治
じ

見
み

市
し

 

◆ 人口：112,786 人   ◆ 面積：91.25 ㎢ 

◆ 総職員数：766 人 

 人口は、平成 29 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳 
総職員数は、平成 29 年 4 月 1 日現在の職員数 

自治体データ 

◯組織目標兼管理職個人目標の設定 

・組織としての目標を部（部長個人目標）、課（課長個人目標）において設定 

◯調整会議の実施 

・調整会議により、業務内容、目標の難易度及びウエイト等を決定 

◯個人目標の設定 

・課員の被評定者は、組織目標を踏まえ、１年間の業務目標の設定 

◯業務目標時の面談 

・１次評定者と被評定者は面談を行い、業務目標について共通理解を図り、必要に応じて目

標等の修正等 

・２次評定者により部内調整のうえ、目標を確定し、人事課へ提出 

◯評定者による目標内容の確認・進行管理 

・必要に応じた指導観察記録表への記入 

◯組織目標の達成度評価及び部内調整 

・部課長の個人目標における自己評定及び１次評定と合わせて実施し、人事課へ提出 

◯達成度確認会議の開催 

・確認会議の結果を課員の１次評定へ反映 

・組織目標の達成度の決定と合わせ、課員の２次評定を実施し、人事課へ提出 

◯決定した評価の処遇への反映 

・評価結果を、昇給及び昇格の参考資料とし、６月期の勤勉手当へ反映 

◯組織目標の公表 

４～５月 

５～９月 

２～３月 

◯中間評価（１２月勤勉手当への反映） 

・自己評定、１次評定、２次評定を実施し、人事課へ提出 ９月中旬 

◯評定者による目標内容の確認・進行管理 

・必要に応じた指導観察記録表への記入 
10～１月 

岐阜県 

（団体区分：市町村） 
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３．概要  

（１）組織目標と個人目標のリンク 

  年度当初における組織目標調整会議により決定された当該年度の各所管の「組織目標

（重点目標）」に基づき、個人目標を設定する。   

市の施策課題一覧（総合計画、行政改革大綱、市長指示事項等）や、組織の基本使命等

を基に設定された組織目標に対して、管理職は同一の内容とする個人目標に、その他の職

員は組織目標に沿った内容（または業務改善目標）を個人目標に設定する。このように組

織目標と個人目標をリンクさせることで、職員が職務における目標を達成することが、そ

のまま組織の行政運営上求める行動・人材育成へとつながっていくものと考えられる。 

また、職員一人ひとりが自己の目標を設定、達成する過程を通じて、これまで認識され

なかったマネジメント上の様々な問題点や課題が顕在化されるとともに、これらの組織的

解決を行うことで組織全体のマネジメント体質の強化を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度における補足事項（目標の取扱い） 

出典：多治見市「目標管理による勤務評定制度マニュアル」Ｈ29.４ 
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目標管理による制度の基本的な枠組み 

出典：多治見市「目標管理による勤務評定制度マニュアル」Ｈ29.４ 
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組織目標兼管理職個人目標管理シート【管理職用】 

出典：多治見市「目標管理による勤務評定制度マニュアル」Ｈ29.４ 
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出典：多治見市「目標管理による勤務評定制度マニュアル」Ｈ29.４ 
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個人目標管理シート兼勤務評定報告書【管理職以外の一般職用】 

出典：多治見市「目標管理による勤務評定制度マニュアル」Ｈ29.４ 
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出典：多治見市「目標管理による勤務評定制度マニュアル」Ｈ29.４ 
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（２）「評定者が陥りやすい錯誤等とその対策」の一覧化 

  公正な評価にあたり注意すべき点として、評定者が陥りやすい錯誤等について、その主

要な原因と対策を具体的に一覧化している。人事評価の実施にあたっては、こうした対策

が職員に周知され、組織における制度の運用熟度が増すことは不可欠であり、公平公正に

行われた処遇反映が担保されることは職員の意欲向上につながると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分限処分制度における勤務実績がよくない職員の位置づけ 

出典：多治見市「目標管理による勤務評定制度マニュアル」Ｈ29.４ 
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 出典：多治見市「目標管理による勤務評定制度マニュアル」Ｈ29.４ 
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出典：多治見市「目標管理による勤務評定制度マニュアル」Ｈ29.４ 
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１.人事評価制度のポイント 

（１）スキルアップ加点制度（研修受講・資格取得） 

（２）部局別目標への貢献度加点制度（長時間労働の是正含む） 

（３）理事・部長における同格者評価 

（４）人事評価制度に関するＱ＆Ａ集 
 

２.人事評価制度の全体の主な流れ 

評価項目 内  容 

（係長～一般職員） 

実績評価 

能力評価 

・課題目標に対して、目標達成に向けた実績を評価 

・意識分野、能力分野について、職責・経験等を踏まえ、評価項

目ごとの標準点に照らして評価 

（理事～課長代理） 

成果評価 

能力・意欲評価 

・課題目標、人材育成目標について、達成度を成果として評価 

・職責、経験等を踏まえ、評価項目ごとの着眼点に照らして評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寝屋川市
ね や が わ し

 

◯目標設定  

・各所属の課題等に基づき、各職員が個人目標を設定 

◯期初面談 

・被評価者が課題目標を設定するにあたり、必要に応じて、第一次評価者による面談を実施

しその助言・指導を行う 

・個別に面談ができない場合などは、グループ会議形式などにより実施 

◆ 人口：237,441 人   ◆ 面積：24.70 ㎢ 

◆ 総職員数：1,136 人 

 人口は、平成 29 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳 
総職員数は、平成 29 年 4 月 1 日現在の職員数 

自治体データ 

◯中間面談 

・期初の目標に対する進捗状況・達成度について、第一次評価者と面談を実施 

・目標達成に課題がみられる者、評価結果が芳しくないことが見込まれる者に対しては 

改善に向けた警告・指導を行う 

年度当初 

５～６月 

８月下旬 

  ～ 

10 月下旬 

１月上旬 

  ～ 

２月上旬 

２月末 

  ～ 

３月末

◯期末評価の実施 

・能力評価、実績評価に加えスキルアップ加点の基準に基づいて、自己評価を実施 

・第一次評価、第二次評価後に、調整者により評価を決定し、部局別目標への貢献度加点に

ついては、「人事評価調整委員会」において加点の有無を決定 

◯期末面談 

・第一次評価者及び第二次評価者が面談を実施し、評価結果を本人に開示するとともに、 

評価の根拠等について職務遂行上の行動などから具体的に伝達し、評価内容を共有 

・今後の能力開発などに活かすため、率直な意見交換を実施 

◯勤務状況記録シートの作成【随時】 

・第一次評価者は、被評価者について職務上の行動等を記録し、評価時の基礎資料とする 

※以下、【係長～一般職員】について 

大阪府 

（団体区分：市町村） 
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３．概要  

（１）スキルアップ加点制度（研修受講・資格取得） 

  業務に支障がない範囲内で自主的に職務のスキルアップにつながる研修に参加し、職

務遂行に活用できている又は、対象となる資格を取得する等、新しい知識等の習得に努

めた場合には、通常の能力評価・実績評価とは別に特別加点を実施している。 

  対象となる研修や資格等を明示し評価項目を設けることで、職員のモチベーションを

向上させ、職員自身の積極的なスキルアップにつなげている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：寝屋川市「人事評価制度に関する実施要領（係長～一般職員）」平成 29 年度 

スキルアップ加点制度の対象及び基準 
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 出典：寝屋川市「人事評価制度に関する実施要領（係長～一般職員）」平成 29 年度 
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 出典：寝屋川市「人事評価制度に関する実施要領（係長～一般職員）」平成 29 年度 
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（２）部局別目標への貢献度加点制度（長時間労働の是正含む） 

課（室）単位の実績を評価し、部局別目標への貢献度や長時間労働の是正の取組への貢

献度が顕著に高く、市政運営を著しく推進させることに寄与した場合に、各部局におい

て特別加点を実施している。 

評価の視点として、長時間労働の是正や年次休暇の取得促進の取組が含まれており、

職員が働き方を見直す意識の醸成や体制の構築につながることが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：寝屋川市「人事評価制度に関する実施要領（係長～一般職員）」平成 29 年度 

部局別目標への貢献度加点の流れ 

部局別目標への貢献度加点についての考え方、視点 
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（３）理事・部長における同格者評価 

理事・部長級の職員において、上司だけでなく同格の役職者が相互に評価を行う「同格

者評価」を実施している。 

同格者評価を行うことで、上位の役職が少ない部長級以上の職員における人事評価の

公平性、客観性を担保するとともに、職員同士が互いの役割・職務に関心を持つようにな

り、横断的なコミュニケーションの充実を図ることが期待される。本制度は、職員間の課

題意識の共有や業務への意識向上に資するものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同格者評価の実施内容 

出典：寝屋川市「人事評価制度に関する実施要領（理事～課長代理）」平成 29 年度 
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（４）人事評価制度に関するＱ＆Ａ集 

  人事評価制度における目標設定や各評価項目の趣旨、面談の取扱いなどの運用上の疑

問点について、具体的な例示を用いたＱ＆Ａ集を作成している。職員に対して制度の内

容をわかりやすく周知することで、評価者・被評価者の納得性を高めながら、制度への

理解促進と職員の意欲向上に資することが期待される。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人事評価制度に関するＱ＆Ａ集（抜粋） 

出典：寝屋川市「人事評価制度に関するＱ＆Ａ」 
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出典：寝屋川市「人事評価制度に関するＱ＆Ａ」 
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１.人事評価制度のポイント 

（１）評価制度におけるスケジュール等の明示化 

（２）臨時的任用職員の人事評価制度活用ガイド 

（３）人事評価制度に関するＱ＆Ａ集 
 

２.人事評価制度の全体の主な流れ 

評価項目 内  容 

業績評価 

能力評価 

・職務目標に対して、職務遂行に基づく「挙げた業績」を評価 

・職務の遂行において発揮された「能力や職務への取組姿勢・態

度」を評価 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

池田市
い け だ し

  

◆ 人口：103,213 人   ◆ 面積：22.14 ㎢ 

◆ 総職員数：1,169 人 

 人口は、平成 29 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳 
総職員数は、平成 29 年 4 月 1 日現在の職員数 

自治体データ 

◯各所属の年度目標の設定・提示、個人目標の設定 

・所属長は、総合計画、施政方針、市民ニーズなどから年度目標を設定 

・被評価者は、所属の年度目標と事務分担表から個人目標を設定し、１次評価者へ提出 

◯期首面談 

・評価期間における目標や達成水準などを明確にし、被評価者と１次評価者で認識を共有 

◯部内調整会議、連絡調整会議 

・部次課長等で構成する調整会議等を開催し、設定された目標のレベルや達成水準などに

ついて、より公正な評価となるよう必要な調整を実施し、目標を確定 

４～５月 

◯自己評価 

・能力評価、業績評価を規定の様式に記入し、研修の受講履歴とともに１次評価者へ提出 

◯期末面談 

・１次評価者と被評価者の間で、評価結果に見解の相違がないよう１次評価を確定 

・評価期間を振り返るとともに、来期の業務計画、育成計画について話し合いを実施 

◯２次評価 

・１次評価結果を受け、１次評価者との調整の上、２次評価を確定 

◯部内調整会議、被評価者へ評価シートを返却 

・当初設定した目標でレベルや達成水準に変動が生じた場合や、当初目標以外の業務を目

標に設定した場合は、この会議において報告 

・部次課長等で構成する調整会議等を開催し、会議内で評価結果をオープンにし、必要な調

整を実施し、評価を確定 

◯評価結果の被評価者への返却、人事課への提出 

・確定した評価結果が記載された評価シートを各評価者を経由して被評価者に返却し、被

評価者から人事課へ評価結果データを提出 

８月 

９月 

９月末 

(10～11月) 

(２月) 

(３月) 

(３月末) 

※ 評価期間は、上期(４～９月)と下期（10～３月）に分けて実施。どちらも制度の流れは同様 

大阪府 

（団体区分：市町村） 
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３．概要  

（１）評価制度におけるスケジュール等の明示化 

  職員全体への人事評価制度に関する理解促進を図るために、人事評価制度の目的、評価

者及び被評価者の役割や意識・留意点、評価結果の活用手法などについてまとめた、「平

成２９年度版人事評価制度活用ガイド本編」を作成し、職員研修の場などで活用している。 

この中で、年度単位の人事評価制度運用にかかるスケジュールと合わせ、期首・期末の

それぞれにおける面談の流れが、一般の職員にもわかるよう明示化されている。これによ

り、１次評価者と被評価者の間で、「目的」「重要性」「進行手順」などが共有された上で、

目標設定や評価結果の開示を実施することが可能となる。その結果として、職員間の人事

評価制度の理解の促進と、制度を通した職員の意欲向上が期待される。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：池田市「人事評価制度活用ガイド 本編」平成 29 年度版 

人事評価制度運用にかかるスケジュール 
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出典：池田市「人事評価制度活用ガイド 本編」平成 29 年度版 

「期首面談」における流れとポイント 
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出典：池田市「人事評価制度活用ガイド 本編」平成 29 年度版 

「期末面談」における流れとポイント 
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（２）臨時的任用職員の人事評価制度活用ガイド 

臨時的任用職員に対する人事評価を実施する上で、「臨時的任用職員の人事評価制度活

用ガイド」を作成している。活用ガイドの中では、人事評価結果を①新たな任用の可否、

②「業務上必要な知識や技能」及び「任用期間中に達成すべき業務内容」の明確化による、

公務能率の向上、③被評価者と評価者の間のコミュニケーションツール、に活用すること

を明記しており、制度を運用していく上での目的意識を共有している。 

 また、臨時的任用職員の評価にあたっては、専用の評価シートを用い、将来監督職とな

る者のマネジメント能力を早期に醸成するために評価者を“所属長が指定する監督職及び

主任主事等”としている。 

 こうした取組により、被評価者においては、人事評価による育成を通じ、業務上必要な

知識や技術を得ることにより、任用期間が満了し、異なる所属や民間企業等で就労するこ

ととなった場合でも活躍の機会拡大がもたらされることが期待される。 

 また、保育所に勤務する臨時的任用職員に対しては、統一的に「評価チェックノート」

を活用し、職員自らや上司などと業務の再点検を行う中で、課題の発見や、保育所保育の

質の向上につなげている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：池田市「臨時的任用職員の人事評価制度活用ガイド」平成 29 年度版 

臨時的任用職員の人事評価の流れ 
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出典：池田市「臨時的任用職員の人事評価制度活用ガイド」平成 29 年度版 

臨時的任用職員の評価シートにおける実例（その１） 

臨時的任用職員の評価シートにおける実例（その２） 
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出典：池田市「臨時的任用職員の人事評価制度活用ガイド」平成 29 年度版 

保育所勤務の臨時的任用職員における評価チェックノート 
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出典：池田市「臨時的任用職員の人事評価制度活用ガイド」平成 29 年度版 

保育所勤務の臨時的任用職員における評価チェックノート（一部抜粋） 
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（３）人事評価制度のＱ＆Ａ集 

 平成 28 年 4 月に人事評価制度を改正したことに合わせ、職員から寄せられた感想・疑

問・提案などを元にＱ＆Ａ集を作成している。質疑応答の項目として、制度の趣旨・目的

に関するものから運用上の疑問点まで、幅広く具体的に掲載されている。 

職員の生の声をとりまとめることで、評価者・被評価者の納得性を高めながら、今後の

人事評価制度の運用の改善・見直し等につなげることが可能になるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：池田市「人事評価制度活用ガイド 別冊参考資料」平成 29 年度版 

人事評価制度Ｑ＆Ａ集 
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出典：池田市「人事評価制度活用ガイド 別冊参考資料」平成 29 年度版 

人事評価制度Ｑ＆Ａ集（一部抜粋その１） 
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出典：池田市「人事評価制度活用ガイド 別冊参考資料」平成 29 年度版 

人事評価制度Ｑ＆Ａ集（一部抜粋その２） 
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１.人事評価制度のポイント 

（１）組織目標に基づいた業務目標の設定 

（２）各部局間の業務目標に関する調整会議の実施 
 

２.人事評価制度の全体の主な流れ 

評価項目 内  容 

業績評価 

 

能力評価 

・目標による管理の手法を用いて、職員の業務目標の難易度、達成

度に基づき、一定の期間の業績を評価するもの 

・具体的な評価指標に基づき、一定期間において発揮された能力

や職務への取組姿勢・態度等を評価するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瑞穂町
み ず ほ ま ち

  

◯組織目標、業務目標の設定 

・組織としての目標を部（局）、課（館）、係において設定 

・被評価者は、組織目標を踏まえ、１年間の業務目標の設定を行う 

◯業務目標時の面談 

・１次評価者と被評価者は面談を行い、業務目標について共通理解を図り、必要に応じて目

標等の修正等を行う 

◯調整会議の実施 

・調整会議により、業務目標を審査し、目標の難易度及びウエイト等を決定 

◯中間フォローの実施 

・１次評価者は、被評価者と面談を行い、年度途中における業務の進捗状況を話し合い、必

要に応じて、指導・助言を実施する 

◯自己申告の実施 

・被評価者は、１年間の業務目標の達成状況及び能力の発揮度について自己申告を実施 

◯評価時の面談の実施 

・１次評価者は、被評価者と面談を実施し、業務目標の達成度及び能力の発揮度等について

共通認識を図るとともに、今後の指導・助言を行う 

・１次評価者は、面談を踏まえて評価を行う 

・２次評価者は、１次評価者にヒアリングを行い、各被評価者に関する説明を受けて２次評

価を行い、総務課長は評価結果等を点検し、必要に応じて再評価を求める 

◯評価結果の通知、最終評価の決定 

・２次評価者の結果を被評価者に通知する 

・最終評価者が評価結果を４段階に区分し、最終評価として決定 

◆ 人口：33,716 人   ◆ 面積：16.85 ㎢ 

◆ 総職員数：213 人 

 人口は、平成 29 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳 
総職員数は、平成 29 年 4 月 1 日現在の職員数 

自治体データ 

４～５月 

10 月 

１～３月 

東京都 

（団体区分：市町村） 
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３．概要  

（１）組織目標に基づいた業務目標の設定 

部課長等は、長期総合計画、行政改革大綱、施政方針等や未解決課題等を踏まえて、

部・課等の組織目標を設定・提示する。職員は設定された組織目標を踏まえて、目標達成

に結びつく効果的な業務目標を設定することとしている。 

業務目標を設定する際は、業務目標相互間の重要性、業務量等を比較考慮し、ウエイト

や難易度を設定することにしており、設定方法については、表などにより具体的に明示

されている。 

職員全員が業務目標を設定し、個々の業務目標の達成に取り組むことで、組織目標も

達成することにつながり、組織の行政運営上求める行動・人材育成にもつながっていく

ものと考えられる。 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：瑞穂町「平成 29 年度 人事考課 組織目標及び業務目標の設定について資料②」 

組織目標設定の流れ 

業務目標設定の仕方 
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出典：瑞穂町「人事考課制度」H29.4 版 

難易度の設定基準 

出典：瑞穂町「人事考課制度」H29.4 版 
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難易度マトリックス表 

出典：瑞穂町「人事考課制度」H29.4 版 
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（２）各部局間の業務目標に関する調整会議の実施 

人事評価結果の公平・公正性の確保を図るため、各部局間の目標設定の難易度、ウエイ

ト等について審査・調整する会議を実施している。 

調整会議に参加するメンバーの求められる役割、会議の目的や調整の方法についても

具体的に示すことで、職員の共通理解と制度の透明性の確保を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

調整会議の実施方法について 
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出典：瑞穂町「人事考課制度」H29.4 版 

122



１.人事評価制度のポイント 

（１）能力評価の評価要素、評価項目の明確化 

（２）組織目標に基づく個人目標及びチャレンジ目標の設定 
 

２.人事評価制度の全体の主な流れ 

評価項目 内  容 

能力評価 

 

業績評価 

特別業績評価 

・職員の発揮する能力や職務への取組姿勢・態度について評価す

るもの 

・あらかじめ設定した目標に対する成果を評価するもの 

・目標を設定して行う業務とは別に町行政の発展に貢献したこと

などを評価するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 鍋 町
たかなべちょう

  

◯目標管理シートの記入 

・被評価者は、組織目標を達成するための業務目標、目標達成に係る業務の組織期待度、 

職務困難度、目標ウェイトを設定し、第一評価者に自己申告をする 

◯期首面談 

・被評価者からの申告内容について、第一評価者は面談の上、承認 

・必要に応じて、被評価者は、第一評価者の助言、指導により、目標等の変更を行う 

 （第二評価者、調整評価者の指示で、業務目標等を修正する可能性もある） 

◯臨時面談 

・必要に応じて評価者が助言、指導等を実施 

◆ 人口：20,919 人   ◆ 面積：43.80 ㎢ 

◆ 総職員数：163 人 

 人口は、平成 29 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳 
総職員数は、平成 29 年 4 月 1 日現在の職員数 

自治体データ 

◯中間面談 

・被評価者は、目標達成状況等を踏まえ、職務困難度及び目標ウェイトに修正がある場合は

目標管理シートを修正し、第一評価者に提出 

・第一評価者は、面談を通じて、目標達成状況等を検証し、年度内に目標が達成できるよう

助言・指導の実施 

◯臨時面談 

４～５月 

５～７月 

10～11 月 

２～３月 

１～２月 

◯評価者による職務行動の記録 

・評価者は、職務行動をシートに記録する 

◯職務行動の記録 

◯目標達成状況の年間評価 

・被評価者は、能力評価シート、目標管理シートを記入し、自己評価を実施 

◯基準日面談 

・評価者は、被評価者との最終面談を踏まえて、評価を実施 

・調整評価者によって、評価を決定 

◯来年度に向けて組織目標の設定 

宮崎県 

（団体区分：市町村） 
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３．概要  

（１）能力評価の評価要素、評価項目の明確化 

職員の発揮する能力や職務への取組姿勢・態度については、求められる知識、能力等の

標準となる具体的な指標及び「内容・程度」と、水準に満たない場合の具体的な事例（本

来発揮すべき行動特性等）があらかじめ具体的に明示されている。 

能力の評定要素や各評価項目のウェイトは、職位、職種によって異なるため、それぞれ

を明示することにより、組織内での評価要素等への共通理解が進むことが期待される。

これにより、職員に求める行動について実行するよう誘導することが可能となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全ての項目で標準的な能力が発揮された場合に合計 100 点となる 
※評価項目の「企画実行力」「チームワーク」「指導監督」においては標準以上の能力を発揮した場合に 
加点可能 

評価要素・評価項目表 

出典：高鍋町「人事評価制度マニュアル」平成 29 年度版 
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評価項目・評価要素の基本的な考え方 

出典：高鍋町「人事評価制度マニュアル」平成 29 年度版 
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能力評価指標の例（一般事務・技術職） 
※求められる知識、能力等の標準となる具体的な指標及び 

「内容・程度」と、水準に満たない場合の具体的な事例 

（本来発揮すべき行動特性等）をあらかじめ具体的に明示 
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出典：高鍋町「人事評価制度マニュアル」平成 29 年度版 
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（２）組織目標に基づく個人目標及びチャレンジ目標の設定 

職員は、組織目標を達成するための業務目標、目標達成に係る業務の組織期待度、職務

困難度、目標ウェイトを設定し、期首面談で第一評価者の確認を受け、目標達成に向けて

職務活動を実施する。 

 その他に、課長職を除く職員は、自己の職務以外の行政課題を積極的に取り組むこと

（チャレンジ目標）についても、設定できるようになっている。 

 なお、組織目標については、所属長が組織使命を明確化することによって設定し、所属

職員に周知することとしている。また、庁内の掲示板で公表することで共有化が図られ

ており、町全体で抱える課題を認識し、目標を達成するために主体的に取り組むことが

可能となっている。 

このように、組織全体における業務目標達成に結び付くよう、より高いレベルの個人

目標設定に誘導可能となっており、組織の求める人材の育成につなげている。 

また、上記の目標を設定して行う業務とは別に、町行政の発展に貢献したことなどを

評価する特別業績評価がある。本評価においては、職員が挑戦意欲を持って業務の向上

を図ろうとする意欲及び実績と幅広い視点からの町行政への貢献度合いの評価を実施し

ている。 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標設定の流れ 

出典：高鍋町「人事評価制度マニュアル」平成 29 年度版 
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 業績評価シートの記載例 

出典：高鍋町「人事評価制度マニュアル」平成 29 年度版 
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1 

 

 

おわりに 

 

総務省においては、これまで地方公共団体の人事評価制度の導入・活用に関し、通知等

により助言を行うとともに、人材育成等の専門家派遣による説明・講演のほか、人事評価

に関する各種研究会の報告書や事例集等の提供を行うなど、様々なかたちで地方公共団体

の取組を支援してきた。 

しかしながら、人事評価制度は導入したものの、評価結果の活用に関しては、地方公共

団体によって取組の度合に大きな差があり、特に市町村において、活用に向けての取組が

遅れている。 

既に平成 26 年改正法の経過措置期間も終了し、人事評価結果を本格的に活用する段階に

入っていることから、未活用団体にあっては、早急に活用に向けた具体的な取組を進める

必要がある。 

本報告書では、人事評価の給与への活用に関しての現状と課題を明らかにし、改めて評

価結果の活用の必要性を整理するとともに、活用促進に向けた取組方策に関する検討の結

果を取りまとめた。 

また、人事評価制度の重要な目的である人材育成への活用に関して、地方公共団体にお

ける取組事例を調査し、地方公共団体の協力を得て、制度概要・評価シート等の紹介を行

っている。 

未活用団体においては、本報告書の内容を踏まえ、速やかに活用に向けた取組を進めて

いただきたいと考えている。また、地方公共団体において人事評価を人材育成につなげて

いくにあたり、報告書で紹介する活用事例を参考にしていただきながら、地方公共団体の

実情に応じた取組が促進されることを期待するものである。 
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人事評価の人材育成への活用に関する研究会開催要綱 
 

１ 趣旨 

 能力・業績に基づく人事管理の徹底を図る人事評価制度の導入により、各地方公共団体は、

人事評価を活用した人材育成等に取り組む必要がある。 

このような状況を踏まえ、本研究会では、人事評価の活用状況調査を実施し、活用促進にあ

たっての課題等について研究するとともに、人事評価制度の人材育成への活用にあたって、先

進的な取組や工夫している取組等を事例集としてとりまとめるため、本研究会を開催する。 

 

２ 名称 

本研究会の名称は、「人事評価の人材育成への活用に関する研究会」（以下「研究会」という。）

とする。 

 

３ 研究項目 

  研究会は、地方公共団体における人事評価の人材育成への活用に関して、以下の項目につ

いて研究する。 

（１）人事評価の活用状況調査・未活用団体の事例研究 

（２）先進事例の調査・事例集のとりまとめ 

 

４ 構成員 

  研究会の構成員は別紙のとおりとする。 

 

５ 座長 

（１）研究会に、座長１人を置く。 

（２）座長は、会務を総理する。 

（３）座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長が指名する者が、その職務を代

理する。 

 

６ 議事 

（１）研究会の会議は、座長が招集する。 

（２）座長は、必要があると認めるときは、必要な者に研究会への出席を求め、その意見を

聴取することができる。 

 

７ 雑則 

（１）研究会の庶務は、総務省自治行政局公務員部給与能率推進室において処理する。 

（２）本要綱に定めるもののほか、研究会に関し必要な事項は、座長が定める。 

（３）研究会の会議は、原則として公開しないが、会議の終了後、配布資料を公表するとと

もに、議事概要を作成し、これを公表するものとする。 

ただし、座長が必要があると認めるときは、配布資料の一部を非公開とすることがで

きる。 
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人事評価の人材育成への活用に関する研究会構成員名簿 

    

 （敬称略 五十音順） 

 

 

座 長  辻  琢也  一橋大学副学長・大学院法学研究科教授 

 

委 員  荒田 すみ子 鳥取県総務部行財政改革局職員人材開発センター所長 

  

稲継 裕昭  早稲田大学政治経済学術院教授 

 

上浦 善信  大阪府池田市人材育成推進参与 

  

笹野 健   総務省自治行政局公務員部給与能率推進室長 

  

    藤田 由紀子 学習院大学法学部教授 

 

    前浦 穂高  (独)労働政策研究・研修機構働き方と雇用環境部門副主任研究員 
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検討経緯 
 

 

第１回 平成２９年１２月２１日（木） 

 ・人事評価結果の活用状況等調査結果について 

・地方公共団体における人事評価結果の活用促進について 

 

第２回 平成３０年１月１８日（木） 

・第１回研究会を踏まえた論点整理について 

・人事評価の人材育成への活用事例について 

・人事評価結果の活用促進に向けた対応・検討について 

 

第３回 平成３０年３月１日（木） 

・報告書（案）について 

 

 

この後に参考資料編
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【参考資料編】 

 

 

資料１ 人事評価結果の給与への活用状況調査結果（H29.10.1 現在）    

                           ・・・・・ １ 

 

資料２ 地方公共団体における人事評価結果の活用状況等について（通知） 

                           ・・・・・ ３ 

 

資料３ 会計年度任用職員における勤勉手当の支給について 

                           ・・・・・ 13 

 

資料４ 公務員の定年の引上げに関する論点整理 

・・・・・ 22 

１の前
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　　 　○人事評価結果の活用状況（平成29年度調査）　  (平成29年10月1日現在)　　　＜都道府県＞

設定状況 設定予定時期 設定状況 設定予定時期 活用状況 活用予定時期 活用状況 活用予定時期 設定状況 設定予定時期 設定状況 設定予定時期 活用状況 活用予定時期 活用状況 活用予定時期

1 北海道 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 青森県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 岩手県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 宮城県 ○ ○ ○ 29年度中 ○ 29年度中 ○ ○ ○ ○

5 秋田県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 山形県 ○ ○ ○ 29年度中 ○ 29年度中 ○ ○ ○ ○

7 福島県 ○ ○ ○ 29年度中 ○ 29年度中 ○ ○ ○ ○

8 茨城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 栃木県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 群馬県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 埼玉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 千葉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 30年度中

13 東京都 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 神奈川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 新潟県 ○ ○ ○ 29年度中 ○ 29年度中 ○ ○ ○ ○

16 富山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 石川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18 福井県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

19 山梨県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20 長野県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21 岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22 静岡県 ○ ○ ○ 29年度中 ○ 29年度中 ○ ○ ○ ○

23 愛知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 三重県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25 滋賀県 ○ ○ ○ ○ 29年度中 ○ ○ ○ ○

26 京都府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27 大阪府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

28 兵庫県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

29 奈良県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

30 和歌山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

31 鳥取県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

32 島根県 ○ ○ × 未定 × 未定 ○ ○ × 30年度中 × 30年度中

33 岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

34 広島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

35 山口県 ○ ○ ○ ○ 29年度中 ○ ○ ○ ○

36 徳島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

37 香川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

38 愛媛県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

39 高知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

40 福岡県 ○ ○ ○ × 30年度中 ○ ○ ○ × 30年度中

41 佐賀県 ○ ○ ○ 29年度中 × 未定 ○ × 30年度中 ○ × 30年度中

42 長崎県 ○ × 30年度中 ○ × 30年度中 ○ × 30年度中 ○ × 30年度中

43 熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

44 大分県 ○ ○ ○ ○ 29年度中 ○ ○ ○ ○

45 宮崎県 ○ × 30年度中 ○ × 30年度中 ○ × 30年度中 ○ × 30年度中

46 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

47 沖縄県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

勤勉手当

評価結果を反映する勤勉手当の成績区分の設定 評価結果の勤勉手当への活用

管理職員 一般職員 管理職員 一般職員
団体名

昇給

評価結果を反映する昇給区分の設定

管理職員 一般職員

評価結果の昇給への活用

管理職員 一般職員

1



　○人事評価結果の活用状況（平成29年度調査）　  (平成29年10月1日現在)　　　＜指定都市＞

設定状況 設定予定時期 設定状況 設定予定時期 活用状況 活用予定時期 活用状況 活用予定時期 設定状況 設定予定時期 設定状況 設定予定時期 活用状況 活用予定時期 活用状況 活用予定時期

勤勉手当

評価結果を反映する勤勉手当の成績区分の設定 評価結果の勤勉手当への活用

管理職員 一般職員 管理職員 一般職員
団体名

昇給

評価結果を反映する昇給区分の設定

管理職員 一般職員

評価結果の昇給への活用

管理職員 一般職員

1 札幌市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 仙台市 ○ ○ ○ 29年度中 × 30年度中 ○ × 30年度中 ○ × 31年度中

3 さいたま市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 千葉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 横浜市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 川崎市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 相模原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 新潟市 ○ ○ ○ 29年度中 ○ 29年度中 ○ ○ ○ ○

9 静岡市 ○ 29年度中 ○ 29年度中 × 未定 × 未定 ○ ○ ○ ○

10 浜松市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 名古屋市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 京都市 ○ ○ ○ × 30年度中 ○ ○ ○ ○

13 大阪市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 堺市 × 未定 × 未定 × 未定 × 未定 ○ ○ ○ ○

15 神戸市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 岡山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 未定

17 広島市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18 北九州市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

19 福岡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20 熊本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 未定
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